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概要書
本論文の目的は、日本企業の環境負債1計上額が、欧米企業と比較して異なるのかどうか
を確かめ、異なるという事実が明らかとなった場合はその原因について(1)会計基準や会計
の基礎概念の違い、および(2)会計以外の要因による違いを検討し、その理由を明らかにす
るとともに、日本の今後の環境負債の会計を考察することにある。この目的を達成するた
め、本論文は以下のように構成されている。
まず第一章では、米国基準、国際会計基準、日本基準における現行の環境負債に関する
会計基準について整理している。その結果、環境問題に関心の高いといわれる欧米、特に
アメリカにおいては環境負債に関する会計基準も整備されていた、ということができる。
具体的には、アメリカではＳＦＡＳ第５号の他、ＳＯＰ９６－１やＳＦＡＳ第１４３号な
どの会計基準が整備されてきた。国際会計基準でもＩＡＳ第３７号やＩＦＲＩＣ解釈指針
第１号など環境負債を取り上げた説例や測定方法が示されている。一方の日本でも、資産
除去債務については 2008 年に資産除去債務に関する会計基準が公表されたことで個別の
会計基準があり、基準の内容も欧米と大きく異なるところはないようである。しかし、環
境修復負債については、日本において引当金に関する企業会計原則の注解はあるものの個
別の基準を欠いており、測定方法も示されていない点で日本は欧米と異なる。こうした違
いは、環境負債の計上額が日本と欧米とで相違する可能性を示唆している。
そこで第二章では、事例研究をつうじて、日米欧のそれぞれの基準をもとに作成された
財務諸表では、環境負債の計上額が実際に異なることを確認している。石油産業および鉄
鋼業を営む企業の環境負債に関する開示例をもとに、日欧米における違いを検討した結果、
日本企業の環境負債計上額が、欧米企業とくらべて小さい、という傾向が、業種の違いを
超えて広く観察された。こうした違いを引き起こしている原因のひとつとして考えられる
のは、第一章で検討したとおり、環境負債に関する会計基準の整備状況の違いであるが、
各国の会計の基礎概念の違いや会計以外の要因による影響も考えられる。
そのため、第三章では、日本で環境負債に関する会計基準の整備状況が異なる理由とし
て、会計の基礎概念の違いにその理由を求めて検討している。負債の基礎概念を整理し、
欧米および日本においてどのような違いがあるのかを検討し、当該基礎概念の違いから計
1 本論文における環境負債は、財務会計上の概念に限定しており、主に汚染浄化に関する
負債や資産除去債務のことである。
上される環境負債にどのような違いが生じる可能性があるのかを示している。日米欧で基
準設定主体が負債一般に異質な定義を与えていれば、環境負債のうち財務諸表にオンバラ
ンスされる対象が異なってくるはずである。そこで、この章では、日米欧における負債の
定義と認識要件の違いや、債務の概念、引当金、蓋然性規準の採用状況の違いについて検
討している。その結果、全体としてみると、各国基準の違いが環境負債の計上額に及ぼす
影響は一様ではないため、日本基準だけ環境負債の計上額が少なくなると言い切るための
大きな理由は見当たらなかった。
一方で、各国の環境法制の違いは会計以外の要因として環境負債計上額の違いに大きく
影響しているようである。第四章では環境負債の計上額が各国、特に日本と欧米では異な
る理由として、各国の環境法制の違いについて検討している。日本と欧米では環境問題に
対する関心の度合いも異なり、欧米の方が早くから環境法が整備されてきたようである。
日本でも 2010 年から改正土壌汚染対策法が施行され、従前よりも土壌の調査義務などは
強化された。しかし、欧米の環境法に比べると未だ緩やかな法律のようである。アメリカ
のスーパーファンド法では、潜在的責任当事者の範囲に汚染原因者でない過去の土地所有
者等も含まれ、広範に及ぶということが指摘できる。また、汚染の浄化義務について複数
の責任当事者に対して連帯責任、遡及責任が課されている点についてもアメリカの方が厳
しいといえる。ドイツの連邦土壌保全法も日本の土壌汚染対策法と比べると、汚染浄化措
置義務者の範囲が広く、また浄化措置義務者は複数おり、連帯責任である点で日本より厳
しいといえる。環境法制の違いも、欧米企業の負担する環境負債の金額が日本企業のそれ
とくらべて大きくなっていることの説明要因のひとつと考えられる。
前章までの検討をつうじて、第五章では本論文の結論を示している。本論文の目的は、
日本企業の環境負債計上額が、欧米企業と比較して異なるのかどうかを確かめ、異なると
いう事実が明らかとなった場合はその原因について理由を明らかにすることにあった。日
本基準を採用する企業は、欧米の企業に比べて環境負債が少ない傾向にあり、その原
因としては、日本では環境負債を取り上げた会計基準が整備されていないこと、そし
て日本企業の事業の本拠地である日本では欧米よりも環境法制が厳しくないことによ
り法的債務が少ないことが挙げられる。両者の与える影響の大きさや割合、またそれ
以外の要因については明らかでないが、主な原因は上記の二つにあると考えられる。
1環境負債の会計
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2序章 問題意識
環境問題に対する関心が高まっている今、企業においても当然に環境問題への対応
が求められている。そうした対応は企業イメージに影響を与えるとともに、一般にキ
ャッシュアウトフローを伴うことから、環境問題に関する企業の取組みには投資家の
関心もますます高まるはずである。
財務会計の枠組みの中でも企業が負担する環境関連の負債は増加傾向にある。日本
経済新聞によると、2007 年度の国内の上場企業における環境負債（環境対策にかかる
将来の支出を引当金として計上したもの）は 3 年で 13 倍になり、計上額は 1000 億円
を超えた。計上企業数も初めて 100社を超えたという(日本経済新聞,2008年 9月 8日,1
ページ)。また、2008 年度には、環境負債といえる引当金は前年度よりもさらに 60％
増え、1785 億円に上ったという(日本経済新聞,2009 年 8 月 7 日,9 ページ)。
しかしながら、日本における環境負債の計上は、欧米企業と比較するとまだ少ない
ようである1。
わが国では、2008 年に「資産除去債務に関する会計基準」が公表されたことによっ
て環境に関する負債の重要な一部がオンバランスされることとなった。とはいえ、資
産除去債務は環境負債の一部でしかない。有形固定資産の除去に関する将来の負担を
財務諸表に反映することは投資情報として役立つとの判断から、資産除去債務が計上
されることとなったのであれば、それ以外の環境負債についても財務諸表に適切に反
映されるべきではないだろうか。このような問題意識のもと、本論文では日本企業に
おける環境負債会計のあり方を、早くから企業の環境負債について議論されてきた欧
米との比較を通じて検討する。
すなわち、本論文の目的は、日本企業の環境負債計上額が直感通り、欧米と比較し
て環境負債の計上が少ないかどうかを確かめ、少ないという事実が明らかとなった場
合はその原因について(1)会計基準や会計の基礎概念の違い、および(2)会計以外の要
因による違いを検討し、その理由を明らかにするとともに、日本の今後の環境負債の
会計を考察することにある。
なお、環境負債という用語をこれまでも使用してきたが、本章に入る前にその定義
を明らかにしておく。ＵＮＣＴＡＤ（国連貿易開発会議）によると、環境負債とは、「経
1 詳細は、本論文の第二章で行う開示事例の分析結果を参照。
3済主体に発生した環境コストに関連する債務であり、負債としての認識要件を充足す
る項目」(ＵＮＣＴＡＤ,1999,par.9)である。環境コストは、環境に責任をもつ経済主
体の事業活動が環境に及ぼす影響に対処するために生じるかまたは必要となる措置に
かかるコストと、環境に対する目標または要求事項から必要となるその他のコストか
らなる。ＦＥＥ（欧州会計士連盟）においても「企業によって負担され、負債として
の認識要件を満たす環境コストに関連する負債」(FEE,1999,p.2)と定義されている。
ここでの環境コストも、経済主体の事業活動が環境に及ぼす影響に対処するために生
じるかまたは必要となるコストと、環境に対する目標を遂行するために生じるかまた
は必要となるコストからなる。さらに、阪智香(2008)は環境負債を「過去の汚染修復
義務」、「環境再生ファンドへの拠出」、「製品回収・処理義務」、「将来の閉鎖・除去義
務」に分類している。環境再生ファンドに関する会計基準としてはＩＡＳＢから 2004
年に公表されたＩＲＩＣ解釈指針第 5 号「廃棄、原状回復及び環境再生ファンドから
生じる持分に対する権利」がある。また、製品回収・処理義務に関する会計基準には
2005 年に公表されたＩＦＲＩＣ解釈指針第 6 号「特定の市場への参加から生じる負債
―電気・電子機器廃棄物―」、及び 2005 年に公表されたＦＡＳＢスタッフ声明 143－1
「電子機器廃棄物債務の会計」がある。しかし、この論文では、環境負債のうち「過
去の汚染修復義務」、「将来の閉鎖・除去義務」を中心に取り扱うこととする。
4第一章 環境負債に関する会計処理
ここでは、環境負債にかかる会計基準をもとに、日本及び海外で提唱されている環
境負債の会計処理について整理する。特にアメリカや欧州では、早くから環境負債の
会計処理について議論されてきたため、欧米における土壌汚染等の浄化に関する環境
修復負債と、資産除去債務に焦点を当てて検討する。
第一節 環境修復負債
環境修復負債については、アメリカにおいて適用されているＳＯＰ９６－１の会
計処理を取り上げる。日本においては未だこのような具体的な基準はないが、土壌汚
染の問題は今後日本でも重要になると考えられるため、まずは当該環境修復負債につ
いて欧米の基準を中心に紹介する。
第一項 アメリカ
アメリカにおいて環境負債に適用される会計基準として、まずＳＦＡＳ第 5 号「偶
発事象の会計処理」(FASB,1975)があげられる。偶発事象とは、ある企業において利
益又は損失（費用を含む）が発生しているかもしれないが、それを明確に認識でき
ない不確実な条件、状態又は一連の状況が現存し、それが究極的に将来起こるよう
な事象、又は、それが起きないことにより判明する事象をいう(par.1)。偶発損失が
存在する際にそれが将来発生する事実が資産の減損や損失、又は負債の発生をもた
らす、とされている。
また偶発損失は次の要件を満たしたときに、利益にチャージされることで計上さ
れる、とされている(par.8)。
(a)期末時点で、資産の減損または負債の発生している可能性が高いこと
(b)損失の金額を合理的に見積り可能であること
環境負債は、汚染の発見、修復まで長期に及び負担する金額についても不確実性
が高く、見積額の算定が困難な負債である。そのため、米国企業にはＳＦＡＳ第 5
号と併せて、環境負債に関する会計処理をより詳しく定めたＳＯＰ９６－１「環境
修復負債」(AICPA,1996)が適用される。ＳＯＰ９６－１は、アメリカの公認会計士
5協会であるＡＩＣＰＡが公表する実務指針 Statement of Position のことである。
ＳＯＰ９６－１では、ＳＦＡＳ第 5 号における上記の偶発損失の認識要件を次のよ
うに定めている。(a)の蓋然性については、①訴訟が行われていたこと、損害賠償請
求及び賦課が行使されていたこと、または入手可能な情報にもとづいてその可能性
が高いと考えられること、②入手可能な情報にもとづきこのような訴訟、損害賠償
請求及び賦課に関する結果が不利になる可能性が高いこと、の 2 つの要件を満たす
必要がある(par.108)。(b)の測定可能性については、環境修復負債の見積りには訴
訟等と同様にタイミングの問題が内在するため(par.109)、訴訟、損害賠償請求及び
賦課に関連するものとして捉えることができ、負債として計上されるべきであると
される(par.A-2)。
ＳＯＰ９６－１は環境汚染の改善、修復、浄化等による負債について、主にスー
パーファンド法や資源保護回復法（ＲＣＲＡ）などの環境法に起因した環境負債を
規定している。スーパーファンド法は、土壌汚染問題に対して制定された法律で、
合衆国環境保護庁（ＥＰＡ）から潜在的責任当事者（ＰＲＰ）に指名された主体に
対して、汚染された土地の長期間にわたる修復活動への参加を義務づけている。以
下では、スーパーファンド法を根拠に課される環境修復負債について見ていくこと
とする。
ＳＯＰは環境修復負債認識の基本的な考えとして、修復負債は一般に、個々の事
象によって識別可能になるのではないし、また、その負債金額はある特定の時点で
定まった（fixed）、決定可能なものになるのでもない。むしろ負債を形成し、明確
にし、検証するのに役立つ連続する事象および活動のなかで、環境修復コストに対
する負債の存在が決定可能になり、その金額が見積可能になる（par.5.3）という立
場をとっている。つまり、修復プロセスの進行のなかで識別可能となる事象が進展
し、金額の見積可能性も徐々に変化し、したがって計上される金額も、見積修正を
繰り返して変更されることとなる。
ＳＯＰ９６－１による環境修復負債認識の指針は、スーパーファンド法による修
復プロセスの段階に対応して定められている。スーパーファンド法による汚染の修
復プロセスは図 1-1 のように進められる。汚染の責任当事者が自身に課された修復
義務を履行するには、ＥＰＡの管理下でこの定められた修復プロセスを遂行しなけ
ればならない。
6修復コストの見積りは、修復プロセスが長期にわたることや当事者間の負担割合
など不確実な要素が多く介入する。そのため、ＳＯＰではスーパーファンド法の修
復プロセスと連動させて、環境負債をいつ認識、計上すべきかのベンチマークを設
けている（図 1-2 参照）。修復負債・修復費用の認識・測定の枠組みで、この基準点
を設けたことが、見積と判断によって主観的にならざるを得ない認識・測定のプロ
セスに一定の信頼性を付与する役割を果たしている(加藤,2003)。
環境修復負債の測定は、最善の見積によるとされているが、合理的な見積ができ
ない場合には、幅のある見積額のうち知りうる最小額によって負債を認識すべきとし
ている(ＳＯＰ96-1, par, 5.11)。
環境修復負債の見積額については、SOP96-1, par. 6.5 の中で、その算定に含める
べきコストが規定されている。
(a)修復にかかる追加直接費用（incremental direct cost）
1 修復のための全国優先地域リストに載る
2除去事業の可能性
3 修 復 調 査
4 リスク査定
5 実行可能性調査
6 選択された修復実施計画
7 公開コメントと決定文書
8 修復の詳細設計
9 修復事業
10 修復後の監視を含めた管理と維持
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SOP 96-1, par.2.12（和訳は加藤を参照）
図 1-1 スーパーファンド法による修復プロセス
7(b)修復作業に直接的に従事する従業員の給料及び福利厚生費
(a)の追加直接費用にはたとえば以下の費用が含まれる。
・ 修復活動の範囲や内容の決定、または当事者間の負担割合の決定に必要となる、
外部の法律事務所に対する報酬支払額
・ 修復調査、実行可能性調査に要する費用
・ 土地調査や修復活動及び修復計画策定に必要となる土建会社及び調査会社に
対する報酬支払額
・ 修復活動に従事する業者への報酬支払額
・ ＥＰＡまたはそれに準じる政府機関による監視活動関連費用
・ 修復活動での使用に目的を限定した機械設備にかかる費用
・ 土地修復を担当する当事者の被覆費用見積額
・ 監視活動を含む修復関連活動及び維持費用
また、測定にあたって考慮する将来事象については、法律及び規則に関しては現行
のものに従い、変更等を予測しないが、修復作業を完了するまでに承認されると期待
される技術に基づいて測定することとされている(SOP96-1, par, 6.10,11)。
8ベンチマーク 環境修復負債の認識
潜在的責任当事
者としての確認
及び認証
汚染状況がよく起こりうるものであるか、または経済的主体が当該土地と
類似する汚染土地と何らかの関係を有していれば、環境修復負債を早期に
見積もることが可能である。しかし、幅のある見積額のうちの最少額を算
定するために十分な情報を入手できない場合には、認識要件を充足しな
修復措置に関す
る「一方的管理
命令」の受領
土地の複雑性や実施される修復活動により、費用の見積可能性が変動す
る。「一方的管理命令」に基づき修復活動を行うための費用は、幅のある
見積額として算定可能であり、修復費用に相当する環境修復負債が計上さ
れる。修復活動に必要な費用に相当する負債については、この時点におい
て計上すべきである。
潜在的責任当事
者としての修復
調査及び実行可
能性調査への参
加
修復調査及び実行可能性調査に必要な費用総額について幅のある見積額が
判明し、自己負担分についても算定できる。また、環境修復負債総額を算
定する根拠となる環境への影響や修復方法の代替案に関する追加情報を入
手できる。この段階において、修復調査及び実行可能性調査に必要となる
費用総額のうち、自己負担分については環境修復負債として計上すべきで
実行可能性調査
の完了
この段階において、環境修復負債総額の最少額及び自己負担分が判明す
る。実行可能性調査完了以前に見積額をゼロとしていても、また、自己負
担分等に関する不確実性が介入しようとも、これ以降は必ず環境修復負債
を計上しなければならない。
決定記録の発行
当該主体と他の責任当事者との負担割合に関する交渉や訴訟が開始されて
いるか、または完了しており、見積額の精度が向上する。
修復計画の実行
及び維持をつう
じた修復計画の
修正(修復後の
監視活動を含
修復計画を策定する段階において、環境修復費用をより正確に見積もるこ
とができる。また、修復後のモニタリングの段階に至るまでにもより多く
の追加情報が入手可能となるから、自己負担額を継続的に見直していかな
ければならない。
赤塚2010（SOP96-1, par, 5.16）
図1-2 ベンチマークにおける環境修復負債の認識
第二項 国際会計基準
一方のＩＡＳＢにおいても、ＩＡＳ第３７号「引当金、偶発債務及び偶発資産」
(1998 年)の中で、法律による土壌汚染浄化義務や、企業が公表する環境方針にも
とづいて浄化責任を負う場合には、環境負債の計上をもとめている。
引当金とは、時期または金額が不確実な負債のことである(par.10)。そして、
引当金の認識要件は、(a)企業が過去の事象の結果として現在の債務（法的または
推定的）を有している、(b)債務を決済するために企業から経済的便益を有する資
源が流出する可能性が高い、(c)債務の金額について信頼できる見積もりが可能で
あるということである(par.14)。(a)の現在の債務に含まれる推定的債務とは、確
立されている過去の実務慣行、公表されている方針または極めて明確な最新の文
9書によって、企業が他者に対し、ある債務を果たすことを表明しており、かつ、
その結果として企業はこれらの債務を果たすであろうという妥当な期待を他者に
惹起している場合に発生する債務である(par.10)。また、負債の測定は、最善の
見積りによることとされる(par.36)。
ＩＡＳ第３７号の Appendix の中で、土壌汚染に関する債務について記載されて
いるので以下に紹介する。
ＩＡＳ３７号の Appendix ３Ｂ 土壌汚染と推定的債務
石油産業に属するある企業は、土壌汚染を引き起こしているが、環境規制のな
い国において操業している。しかしながら、当該企業は、環境方針を広く世間に
公表しており、自らが引き起こした土壌汚染については浄化することを約束して
いる。企業は、この公約を守ってきた実績がある。
過去の事象の結果としての現時点の義務―過去の事象は土壌汚染であり、その
ために現時点の推定的債務が生じている。それは以下の理由による。
・ 環境方針をこうひょうすることで、企業は、土壌汚染を浄化する責任がある
ことを示す政策を広く世間に訴えてきた。
・ 環境方針を公表し、過去にそれを守ってきたことから、利害関係者は、土壌
汚染を企業が浄化することに関して合理的に信頼することができる。
・ この企業が土壌汚染を浄化しない場合には、利害関係者が損害を負うことが
見込まれる。
結論―土壌汚染を浄化するための非金融負債が認識される。
なお、2005 年のＩＡＳ第３７号改訂草案では、蓋然性の認識規準を廃止し、不確
実性は期待値による公正価値の測定によって考慮することになった。これによって、
不確実性が高く認識要件を満たさなかった環境負債についても、測定値の段階で考
慮されることから、財務諸表に計上される可能性が広がったと考えられる。この点
については、後の第三章で記述する。
第三項 日本
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日本では、欧米のように汚染浄化負債に関する会計基準や、具体的な設例はない。
しかし、企業会計原則注解の注 18 の引当金の要件に当てはまるものは引当金として
負債に計上されることとなる。引当金の要件は以下の 4 つである。
① その発生が当期以前の事象に起因すること。
② 将来の特定の費用または損失であること。
③ 発生の可能性が高いこと。
④ その金額を合理的に見積ることができること。
汚染浄化負債のような環境負債についても、上記の要件を満たすものは、将来発
生費用のうち当期の負担に属する金額を費用又は損失として引当金に繰り入れ、そ
の引当金の残高が負債として計上されることになる。
第二節 資産除去債務
資産除去債務の会計処理は、ＦＡＳＢが 1996 年に公開草案「長期性資産の閉鎖な
いし除去に関わる特定の負債の会計処理」を公表し、2001 年にＳＦＡＳ第 143 号が
基準化されたことにはじまる。ＩＡＳＢからも、ＦＡＳＢとの会計基準統合作業の
なかでＳＦＡＳ第 143 号を検討し、ＩＦＲＩＣ解釈指針第 1 号「廃棄、原状回復及
びそれらに類似する既存の負債の変動」が公表されている。日本においても、2008
年に企業会計基準第 18 号「資産除去債務に関する会計基準」が公表されている。以
下では、ＳＦＡＳ第 143 号およびわが国における企業会計基準第 18 号を中心に資産
除去債務の会計処理について取り上げる。
第一項 米国
2001 年、ＦＡＳＢはＳＦＡＳ第 143 号を公表し、長期性資産の取得、建設、開発
および通常の操業から生じる有形の長期性資産の除去に関する法的債務を負うすべ
ての企業に対して適用されることとなった。法的債務とは、ある当事者が存在また
は施行されている法律、成文法、規則、又は文書もしくは口頭による契約の結果と
して、又は約束的禁反言の理論のもとにおける契約の法的解釈により決済するよう
要求される債務をいう(par.2)。約束的禁反言は、「受約者が約束に依存すると約諾
者が正当に予測するべき場合、及び受約者が彼らの損害に関する約束に事実依存す
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る場合には、対価を伴わない約束であったとしても権利の侵害を回避するために強
制されうる原則」とされている(par.2,footnote3)。
認識と測定については、資産除去債務の公正価値に対する合理的な見積りがなさ
れうる場合に、それが発生した期間に負債として認識することとされている(par.3)。
測定値は、公正価値である。公正価値は、意思をもった第三者間の現在の取引にお
いて当該負債が決済されうる金額のことをいう。活発な市場における市場価値は、
公正価値における最善の証拠であり、入手可能な場合には測定の基礎として利用さ
れるべきであるが、入手不可能な場合には現在価値法などを用いて公正価値の見積
りが行われる(par.7)。
また、資産除去コストは、資産負債に両建計上されるのが資産除去債務の会計の
特徴である。資産除去債務を負債として認識するときに、企業はその同額を資産除
去コストとして長期性資産の帳簿価額に加算し資産計上する。そして、当該資産の
耐用年数にわたって、システマティックかつ合理的な方法で、当該コストを費用配
分する(par.11)。
当初認識測定後、各期間の負債の変動を認識する。その変動は、a,時間の経過、
b,割引前キャッシュフローの原初見積に関する時期ないし金額の改定により生じる
(par.13)。a,時間の経過による負債の変動は、期首の負債の金額に対して利息配分
法を用いて測定され、測定された金額は負債の帳簿価額の増加として認識するとと
もに、費用として認識される(par.14)。b,割引前キャッシュフローの原初見積に関
する時期ないし金額の改定による負債の変動は、資産除去債務に対する負債の帳簿
価額と、長期性資産の帳簿価額の一部として資産計上される資産除去コストとのそ
れぞれの増減として認識される(par.15)。
第二項 国際会計基準
国際会計基準では、資産除去債務についてもＩＡＳ第 37 号が適用される。また、
ＩＡＳＢは、2004 年にＩＦＲＩＣ解釈指針第 1 号「廃棄、原状回復及びそれらに類
似する既存の負債の変動」を公表している。ＩＦＲＩＣ解釈指針第 1 号では、(a)経
済的便益を包含する資源の流出見積額の変動、(b)最近の市場評価による割引率の変
動、(c)時の経過を反映した増加により、廃棄、原状回復及びそれらに類似した既存
の負債の測定値に影響を及ぼした場合、その変動額はＩＡＳ第 16 号に従って有形固
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定資産の取得原価の一部として認識されるとともに、ＩＡＳ第 37 号に従って負債と
して認識される(par.2-3)。ＩＦＲＩＣ解釈指針第 1 号では、負債認識は現在の最善
の見積り値による測定とされるため(IAS37,par.59)、直近の市場評価による割引率
を反映することとなるが、基本的には、ＦＡＳＢが公表したＳＦＡＳ第 143 号と大
きな違いはないようである。
第三項 日本
日本においても、2008 年に企業会計基準第 18 号「資産除去債務に関する会計基準」
および企業会計基準適用指針第 21 号「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」
が公表された。
資産除去債務とは、有形固定資産の取得、建設、開発又は通常の使用によって生
じ、当該有形固定資産の除去に関して法令又は契約で要求される法律上の義務及び
それに準ずるものをいう。この場合の法律上の義務及びそれに準ずるものには、有
形固定資産を除去する義務のほか、有形固定資産の除去そのものは義務でなくとも、
有形固定資産を除去する際に当該有形固定資産に使用されている有害物質を法律等
の要求による特別の方法で除去するという義務も含まれる(par.3)。
資産除去債務の認識については、有形固定資産の取得、建設、開発又は通常の使
用によって発生した時に負債として計上する(par.4)。資産除去債務の発生時に、当
該債務の金額を合理的に見積ることができない場合には、これを計上せず、当該債
務額を合理的に見積ることができるようになった時点で負債として計上する
(par.5)。
資産除去債務の算定は、それが発生したときに、有形固定資産の除去に要する割
引前の将来キャッシュフローを見積り、割引後の金額(割引価値)で算定される
(par.6)。また、(1)割引前の将来キャッシュフローは、合理的で説明可能な仮定及
び予測に基づく自己の支出見積りによるものとされ、その見積金額は、生起する可
能性の最も高い単一の金額又は生起し得る複数の将来キャッシュフローをそれぞれ
の発生確率で加重平均した金額とされる。将来キャッシュフローには、有形固定資
産の除去に係る作業のために直接要する支出のはか、処分に至るまでの支出(例えば、
保管や管理のための支出)も含める。そして、(2)割引率は、貨幣の時間価値を反映
した無リスクの税引前の利率とされている。(par.6)
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資産除去債務に対応する除去費用は、資産除去債務を負債として計上した時に、
当該負債の計上額と同額を、関連する有形固定資産の帳簿価額に加える。資産計上
された除去費用は、減価償却を通じて、当該有形固定資産の残存耐用年数にわたり、
各期に費用配分される(par.7)。時の経過による資産除去債務の調整額は、その発生
時の費用として処理する。当該調整額は、期首の負債の帳簿価額に当初負債計上時
の割引率を乗じて算定するものとされる(par.9)。
資産除去債務の見積の変更については、割引前将来キャッシュフローに重要な見
積りの変更が生じた場合の当該見積りの変更による調整額は、資産除去債務の帳簿
価額及び関連する有形固定資産の帳簿価額に加減して処理する(par.10)。
欧州の基準と比較すると、日本は重要な変更が生じた場合にだけ修正が要求され
る点や、割引率が無リスクの利率である点等が異なる。
ここで、適用指針第 21 号にある説例１を引用して、資産除去債務の具体的な会計
処理を紹介する。
［設例 1］ 資産除去債務の会計処理
1. 前提条件
Ｙ社は、20X1 年 4 月 1 日に設備Ａを取得し、使用を開始した。当該設備の取得
原価は 10,000、耐用年数は 5 年であり、Ｙ社には当該設備を使用後に除去する法的
義務がある。Ｙ社が当該設備を除去するときの支出は 1,000 と見積られている。
20X6 年 3 月 31 日に設備Ａが除去された。当該設備の除去に係る支出は 1,050 で
あった。
資産除去債務は取得時にのみ発生するものとし、Ｙ社は当該設備について残存価
額 0 で定額法により減価償却を行っている。割引率は 3.0％とする。Ｙ社の決算日
は 3 月 31 日であるものとする。
2. 会計処理
(1) 20X1 年 4 月 1 日
設備Ａの取得と関連する資産除去債務の計上
有形固定資産（設備Ａ） 10,863 現金預金 10,000
資産除去債務(*1) 863
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(*1) 将来キャッシュ・フロー見積額 1,000／(1.03)5＝863
(2) 20X2 年 3 月 31 日
時の経過による資産除去債務の増加
費用（利息費用） 26 資産除去債務(*2) 26
(*2) 20X1 年 4 月 1 日における資産除去債務 863×3.0%＝26
設備Ａと資産計上した除去費用の減価償却
費用（減価償却費）(*3) 2,173 減価償却累計額 2,173
(*3) 設備Ａの減価償却費 10,000／5 年＋除去費用資産計上額 863／5 年＝2,173
(3) 20X3 年 3 月 31 日
時の経過による資産除去債務の増加
費用（利息費用） 27 資産除去債務(*4) 27
(*4) 20X2 年 3 月 31 日における資産除去債務(863＋26)×3.0%＝27
設備Ａと資産計上した除去費用の減価償却
費用（減価償却費）(*5) 2,173 減価償却累計額 2,173
(*5) 設備Ａの減価償却費 10,000／5 年＋除去費用資産計上額 863／5 年＝2,173
(4) 20X4 年 3 月 31 日
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時の経過による資産除去債務の増加
費用（利息費用） 27 資産除去債務(*6) 27
(*6) 20X3 年 3 月 31 日における資産除去債務(863＋26＋27)×3.0%＝27
設備Ａと資産計上した除去費用の減価償却
費用（減価償却費）(*7) 2,173 減価償却累計額 2,173
(*7) 設備Ａの減価償却費 10,000／5 年＋除去費用資産計上額 863／5 年＝2,173
(5) 20X5 年 3 月 31 日
時の経過による資産除去債務の増加
費用（利息費用） 28 資産除去債務(*8) 28
(*8) 20X4 年 3 月 31 日における資産除去債務(863＋26＋27＋27)×3.0%＝28
設備Ａと資産計上した除去費用の減価償却
費用（減価償却費）(*9) 2,173 減価償却累計額 2,173
(*9) 設備Ａの減価償却費 10,000／5 年＋除去費用資産計上額 863／5 年＝2,173
(6) 20X6 年 3 月 31 日
時の経過による資産除去債務の増加
費用（利息費用） 29 資産除去債務(*10) 29
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(*10) 20X5 年 3 月 31 日における資産除去債務(863＋26＋27＋27＋28)×3.0%＝29
設備Ａと資産計上した除去費用の減価償却
費用（減価償却費）(*11) 2,171 減価償却累計額 2,171
(*11) 設備Ａの減価償却費 10,000／5 年＋除去費用資産計上額 863-173×4＝2,171
設備Ａの除去及び資産除去債務の履行
設備Ａを使用終了に伴い除去することとする。除去に係る支出が当初の見積りを
上回ったため、差額を費用計上する。
減価償却累計額 10,863 有形固定資産（設備Ａ）10,863
資産除去債務(*12) 1,000 現金預金 1,050
費用（履行差額） 50
(*12) 20X6 年 3 月 31 日における資産除去債務 863＋26＋27＋27＋28＋29＝1,000
第三節 まとめ
以下は、日本と欧米における環境負債（環境修復負債と資産除去債務）に関する
会計基準を図表で示したものである。
アメリカ 欧州 日本
環境修復負債
会計基準等 SFAS5,
SOP96-1
IAS37 企業会計原則(注解 18)
認識要件 偶発損失が存在
蓋然性
現在の債務
蓋然性
将来の特定の費用・損失
当期以前の事象に起因
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測定可能性 測定可能性 発生の可能性が高い
合理的な見積り可能
測定値 最善の見積り（期待
値、最小値など）
最善の見積り（期待
値、最頻値）
合理的な見積り
資産除去債務
会計基準等 SFAS143
FIN47
IAS37(,16)
IFRIC1
企業会計基準 18
適用指針 21
債務 法的債務（約束的禁
反言に基づく債務
も含む）
法的債務
推定的債務
法的債務
契約上の義務等
見積り 公正価値（期待現在
価値）
最善の見積り（期待
値、最頻値）
合理的で説明可能な仮
定及び予測に基づく自
己の見積り（最頻値また
は期待値）
割引率 信用リスク調整後
の無リスクの利率
貨幣の時間価値及び
負債特有のリスク調
整後の利率
無リスクの税引前の利
率
見積もりの変
更
重要な変更が生じ
た場合
毎期末 重要な変更が生じた場
合
ここまでは、日本及び欧米における環境負債に関する会計基準の異同点を概観して
きた。その結果は上記の図表に記されているとおりである。これまでの考察からする
と、環境問題に関心の高いといわれる欧米、特にアメリカにおいては環境負債に関す
る会計基準も早い時期に整備されていた、ということができる。環境負債は時期や金
額など不確実性の高い負債であり、その存在を把握していても計上されづらいといわ
れるが、米国では認識や測定の指針となる基準を公表することでその計上を促したよ
うである。日本でも資産除去債務については個別の会計基準があり、基準の内容も欧
米と大きく異なるところはないようである。しかし、環境修復負債については日本に
おいて個別の基準を欠いており、測定方法も示されていない点で日本は欧米と異なる。
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こうした違いは、環境負債の計上額が日本と欧米とで相違する可能性を示唆している。
そこで第二章では、そうした異同点が日本および欧米における環境負債の計上に
どのように反映されているのか、会計基準のないように関するこれまでの分析が示唆
しているように、環境負債の計上額は日本と欧米とで異なるのかを、実際の企業の開
示例にもとづき検討する。
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第二章 環境負債の開示事例
ここまで、米国基準、国際会計基準、日本基準における現行の環境負債の会計処理
について整理した。それぞれの基準をもとに作成された財務諸表では、実際に環境負
債はどのように計上、開示されているのだろうか。この章では、企業の環境負債に関
する実際の開示例をもとに、日欧米でどのような違いが生じているのかを明らかにし
たい。
その際、ここでは、会計基準の違いによる影響をわかりやすくするために業種別の
分析を行う。企業がその事業活動によって地球環境に及ぼすダメージは業種によって
異なると考えられるし、同じ事業を展開する企業のほうが環境負荷も近いものになる
と考えられるためである。言い換えれば、業種の違いをコントロールしてもなお、日
米欧の企業について環境負債の計上額や環境負債に関する開示内容が異なれば、それ
は主として会計基準の違いか、あるいは会計基準以外の環境要因（法制度など）に起
因しているもの、と考えられるからである。
また財務諸表における重要性が高いほうが、開示される情報も充実していることか
ら、環境負荷の大きいと思われる業種に取り上げることとする。具体的には、石油エ
ネルギー産業、鉄鋼業を営む企業を対象に検討する。
以下では、それぞれの産業に属する企業を日欧米でグローバルに事業を展開する大
企業(売上高の大きい企業)を数社ずつ取り上げ、環境負債についてその内容等どのよ
うな情報が示されているのかを紹介する。枠囲みの中は、各社の公表されている直近
のアニュアルレポート、Form10-K、有価証券報告書から、環境負債に関する記述や数
値を抜粋（欧米各社については筆者和訳、一部要約）したものである。
第一節 石油エネルギー産業
第一項 米国基準
① エクソン・モービル （2010 年 12 月 31 日期）
まずは、US-GAAP をもとに財務諸表を作成している、石油、石油化学製品に関連する
事業を手がける世界最大手の総合エネルギー企業であるエクソンモービル
（ExxonMobil）の 2010 年 12 月 31 日期のアニュアルレポートをもとに取り上げる。
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石油産業、特に探鉱、開発、生産を行う上流事業も手がける企業は環境関連のコス
トが多くかかり、環境負債の金額も多額になる。エクソンモービルの 2010 年 12 月 31
日期の連結財務諸表における総資産は$302,510 million、売上高(Sales and other
operating revenue)は＄370,125 million、当期純利益(Net income attributable to
ExxonMobil)は＄30,460 million であり、環境負債(資産除去債務を含む環境負債)の総
資産に占める割合は、３．４９％である。
討議と分析
連結財務諸表注記
環境支出 (Environmental Expenditures)
($ million)
資本的支出 1,947
その他の支出 2,593
合計 4,540
上記には、酸化窒素、酸化硫黄、温室ガス排出を減少、モニターするプロジェクト
だけでなく、クリーンな燃料を生産するためのインフラと技術を磨く重要な投資、
資産除去債務が含まれる。これらの環境問題の予防、改善のためのエクソンモービ
ルの 2010 年の世界中での環境支出である。
環境負債 (Environmental Liabilities)
当社は、債務を負っている可能性が高く、金額の合理的な見積りが可能な時点で環
境負債を計上している。この方針は現在所有又は以前に配置した資産および事業に
適用される。これらの負債は、第三者からの回収可能分を減少させておらず、計画
された現金支出は割引いていない。
エクソンモービルは、U.S. Environmental Protection Agency から潜在的責任当事
者と確認された複数当事者のサイトを含む、さまざまなサイトで蓋然性の高い環境
修復負債を負債に計上している。この複数当事者のサイトで、他の財政上責任のあ
る企業が参加することによって実際の連帯やいくつかの負債は軽減するかもしれな
い。現在、エクソンモービルの営業および財政状態に不利な材料になると予期され
る独立したサイトはない。
2010 年に計上された環境負債についての引当金は $448 million であり、2010 年 12
月 31 日の貸借対照表の残高は $948 million である。
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資産除去債務 (Asset Retirement Obligations)
当社は、一定の資産の据付時に除去債務負う。当該債務の公正価値は、割引きを
基礎に負債として計上される。当該負債に関連した費用は対応する資産の一部とし
て資産化され、減価償却される。当該負債は現在価値の変化によって増加する。
当社は、上流事業の資産で除去債務を負っている。当社は、存在する資産除去債
務の法的債務について次の要素に関して見積り、前提、判断を用いている、資産の
技術的評価、金額の見積りおよび決済の時期、信用リスクを考慮したリスクフリー
レート、インフレ率。当期末に負っている資産除去債務は、レベル 3 (unobservable
inputs)の公正価値測定であった。
下流事業と化学事業の設備にかかる資産除去債務は、設備が永久にシャットダウ
ンし取り除かれるときに、一般に確定する。これらの債務は資産の処分や追加の土
地修復のコストを含むかもしれない。しかし、これらのサイトは継続した営業活動
の計画に基づき寿命が不確定であるため、このような債務の将来の決済の日の見積
りが不可能である以上、暫定的な法的債務の公正価値を測定することができない。
・資産除去債務の変動
2010 ($ million)
期首 8,473
利息費用 563
資産売却による減少 (183)
支払い (638)
負債の増加 1,094
為替調整 (45)
修正 350
期末計上額 9,614
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② シェブロン（2010 年 12 月 31 日期）
次は、同じく US-GAAP にもとづき作成された、アメリカの総合石油エネルギー企業
であるシェブロン（Chevron）の 2010 年 12 月 31 日期のアニュアルレポートを紹介す
る。
シェブロンの連結財務諸表における総資産は、＄184,769 million、売上高(Sales and
other operating revenues)は＄198,198 million、当期純利益(Net Income Attributable
to Chevron Corporation)は＄19,024 million であり、環境負債（環境準備金および資
産除去債務）の総資産に占める割合は、７．5７％である。
討議と分析
環境支出（Environmental Expenditures）
継続中の事業または過去の事業により生じたと関連づけられる環境支出は費用
化している。将来の便益獲得に貢献する支出は資本化している。
将来の修復コストに関連する負債は、環境評価や浄化の可能性が高く、コストが
合理的に見積り可能なときに計上する。当社の米国とカナダのマーケティング施設
については、発生はある程度、将来の修復義務が要求される確率によっている。資
産除去および環境債務の会計基準に従い、原油、天然ガス、鉱物製造の資産に、資
産除去債務の負債がある。
環境関連(Environmental)
以下の表は、連邦のスーパーファンド法のサイトや類似した州の法律のサイトを
含む、税引前の環境修復準備金の変動を示す。環境修復の準備金は、前期より 11％
減少した。
Millions of dollars 2010 2009 2008
1 月 1 日計上額 1,700 1,818 1,539
純額の増加額 220 351 784
支出 (413) (469) (505)
12 月 31 日計上額 1,507 1,700 1,818
※この他の記載は次に紹介する連結財務諸表の注記と同じため、省略している。
連結財務諸表注記
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環境関連（Environmental）
当社は、環境問題に関する法律、規制、個人的な要求、訴訟手続に従って、偶
発事象を減少させる必要がある。法的な解決に従ってまたは、将来、当社が、当
社および他の当事者によって MTBE を含む化学製品または石油物質を取り除き、環
境を元の状態に戻すように、修復または改善するよう求められるかもしれない。
このような偶発事象は複数のサイトに存在するかもしれない。連邦のスーパーフ
ァンドサイトや類似した州の法律下のサイトに限らず、精製所、油田、サービス
ステーション、末端施設、開発促進地域、探鉱事業のサイトを含む。これは事業
の閉鎖、除売却にされているかにかかわらない。これらの将来のコストは、汚染
の可能性の高さ、要求される浄化活動の時期および範囲、他の責任当事者との債
務負担の割合やどのコストが第三者から回復できるかが不明であるという要因の
ために確定できない。
当社は、可能性の高い、合理的に見積ることができる周知の環境債務には備え
ているが、将来コスト増加の金額はそれらが認識される期の業績に重要な影響を
及ぼすかもしれない。当社はこれらのコストが連結財政状態、流動性に重要な影
響を及ぼすとは思っていない。また、当社はこの債務による支出が他の米国また
は国際的な石油・化学企業と比較して当社の競争ポジションに重大な影響を与え
るとは信じていない。
連邦のスーパーファンド法のサイトや類似した州の法律のサイトのため、当社は、
蓋然性のある見積り可能なコストの指定された負担持分および、他の当事者が各
自の負担持分を支払うことができないために規制当局から指示されたとき他の潜
在的責任当事者の可能性の高い金額を負債に計上している。
環境負債の総額は、現在利用できる技術や現在の規制、当社の独自の内部環境
指針を利用した将来のコストの最善の見積りにもとづいている。将来の金額は割
引かれていない。回収または返済は、受領書が合理的に保証された時に資産とし
て計上される。
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環境準備金（Environmental reserves）
シェブロンの 2010 年 12 月 31 日の環境準備金は＄1,507 million であった。これ
には、連邦のスーパーファンド法および類似した州の法律により、U.S.
Environmental Protection Agency (EPA)またはその他の規制当局から潜在的責任
当事者、または浄化に参加すると確認された約 182 サイトの浄化活動のものを含
む。当社の 2010 年末のこれらのサイトにかかる浄化準備金は＄185 million であ
った。連邦のスーパーファンド法および類似した州に法律はすべての責任当事者に
共同連帯の負債を規定している。EPA またはその他の規制当局が、指定された有害
廃棄物のサイトにかかる他の潜在的責任当事者のコストを、シェブロンに負担する
よう要求しても、当社の業績および連結財政状態、流動性に重要な影響を及ぼすと
は考えていない。
2010 年度末に計上されている残りの環境準備金＄1,322 million のうち、＄814
million は、精製所その他のプラント、マーケティング所(サービスステーション、
末端施設)、化学設備、パイプラインを含む、U.S.下流事業の営業に関係するもの
である。残りの＄508 million は、国際的な下流事業（＄100 million）、上流事業
（＄329 million）、その他のビジネス（＄79 million）でのさまざまなサイトに関
連するものである。事業が閉鎖、除売却されているかにかかわらず、すべてのサイ
トの負債は、まず、土壌や地下水の汚染を浄化する当社の計画、活動に関連してい
る。これらの活動は、次のうち 1 つ以上を含む、土地の査定、土壌の発掘、現場外
の汚染物質の処分、現場の封じ込み、浄化、土壌の石油炭化水素の液体、気体の抽
出、地下水の採取と処理、汚染物質の自然の希釈の監視。
当社は、一連の規定する要件（米国では RCRA 法、さまざまな州や地方の規制を
含む。）のもと、環境負債を管理している。2010 年末における修復サイトのうち、
企業の業績および連結財政状態、流動性に重要な影響を及ぼす負債はなかった。
当社は継続して、過去の営業に関する環境修復の計上されたものを超えた、追加
の負債を負うことになるだろう。これらの将来のコストは、汚染の可能性の高さ、
要求される浄化活動の時期および範囲、他の責任当事者との債務負担の割合やどの
コストが第三者から回復できるかが不明であるという要因のために確定できない。
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資産除去債務（Asset Retirement Obligations）
資産除去債務に関する会計基準（ASC410）に従い、当社は資産除去債務にかかる
負債の公正価値を、有形固定資産の除去に関連する法的な債務があり、負債を合理
的に見積ることができるときに計上する。資産の除去活動を行うという法的な義務
は、企業のコントロールを超えた決済のタイミングや方法の不確実性が存在しても
無条件のものである。この決済のタイミングおよび方法の不確実性は、公正価値を
合理的に見積るのに十分な情報があるときは、負債の測定に反映している。資産除
去債務の認識は次のものを含む、(1)負債と資産の現在価値、(2)負債の後の増加と
資産の減価償却、そして(3)資産除去債務の見積りと割引率の定期的な見直し。
資産除去債務に関する会計基準は、第一に原油と天然ガスを製造する資産にかか
る当社の会計に影響を与える。資産除去の不確定な決済時期は関連する資産除去債
務の公正価値の見積りを妨げるため、下流事業の固定資産の除去にかかる法的な義
務に関連する重要な資産除去債務は認識されていない。当社は、下流事業の固定資
産について、除去債務の認識を要請する事実や状況のあらゆる変化について定期的
に見直している。
以下の表は当社の税引前の資産除去債務の変動を示す。
Million of dollars 2010
1月1日計上額 10,175
負った負債 129
決済された負債 (755)
費用の増加 513
キャッシュフローの見積りの修正 2,426
12月31日計上額 12,488
上記の表の、“キャッシュフローの見積りの修正”と関連のある金額には、油井
の中止、備品、設備のコストの増加を反映している。2010 年末に計上されている
＄12,488 million のうち、長期のものは＄11,788 million である。
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第二項 国際会計基準
① ロイヤル・ダッチ・シェル（2010 年 12 月 31 日期）
次は、IFRS をもとに作成された財務諸表での環境負債の開示について、同じく石
油業界大手のロイヤル・ダッチ・シェル（Royal Dutch Shell plc ）の 2010 年 12
月 31 日期のアニュアルレポートを取り上げる。
シェルの連結財務諸表における総資産は$322,560 million、売上高(Revenue)は
＄368,056 million、当期純利益は＄20,127 million であり、環境負債 (解体・修復
コストおよび環境修復の引当金)の総資産に占める割合は、４．３８％である。
連結財務諸表注記
引当金（Provisions）
引当金は、現在の債務を清算するための要支出額の現在価値の、リスク調整され
た将来キャッシュフローを用いて貸借対照表日における最善の見積りにより認識
されている。固定項目はリスクフリーレートで割引かれている。繰り越された引当
金は定期的に再評価し法律や技術の新しい事実や変化を調整する。
解体、修復コストの引当金 (Provisions for decommissioning and restoration
cost)
解体、修復コストの引当金は、主に炭化水素の生産設備とパイプラインに関する
ものであり、現在の要求、技術、価格水準にもとづいて測定され、資産の経済的耐
用年数にもとづいて割引現在価値を計算する。この負債は合理的に見積りが可能と
なった時点で債務が具体化し認識される。見積りの金額および時期の修正による変
動の影響は、一般に関連する有形固定資産の調整により、プロスペクティブ方式を
基に反映する。
確認埋蔵量や生産量など負担するコストの見積りの変化は、一般に石油やガスの
資産の残存経済的耐用年数にわたり、利益に影響を与える。
環境修復の引当金 (Provisions for environmental remediation)
環境修復引当金は、現在および過去の営業活動や事象の結果、債務が生じ、金額
が合理的に見積り可能となったときに認識する。引当金は現在の法的要求、実在す
る技術をもとに測定される。
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・その他の引当金の明細
（$ million）
流動 固定 合計
解体、修復 1,006 12,011 13,017
環境 325 797 1,122
・引当金の変動
($ million)
解体、修復 環境
2010 年 1 月 1 日 12,286 1,256
引当金の追加 224 89
取り崩し (350) (223)
費用の増加 656 31
再分類その他 361 (28)
為替調整 (160) (3)
2010 年 12 月 31 日 13,017 1,122
当期末の解体・修復引当金の見積りのうち、＄4,082 million は１から５年、
$4,059 million は６から１０年、残りはそれ以降の期間に利用されると予想してい
る。
解体・修復コストの見積りは毎年再検討しており、2010 年に＄1,297 million 増
加している。これを相殺するものとして、2010 年の減少要因は資産の処分であり、
ノルウェーと USA における＄924 million がおもなものである。
環境修復コストの引当金は異なるロケーションのさまざまな事象からなり、個別
に重要なものはない。
すべての連帯債務やさまざまな負債は、負債に比例した分担のシェルの最善の見
積りにより認識されている。引当金は期待される保険による回収からは独立して確
定される。回収は別の事象として認識、報告され、実現がほぼ確定したときに会計
処理される。
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② トタル（2010 年 12 月 31 日期）
フランスの大手総合石油エネルギー企業であるトタル（TOTAL）の 2010 年 12 月 31
日期のレジストレーション・ドキュメントを取り上げる。
トタルの連結財務諸表における総資産は€143,718 million、売上高（Sales）は
€159,269 million、当期純利益（Consolidated net income, Group share）は€10,807
million であり、環境負債（資産除去債務および環境偶発事象にかかる引当金）の
総資産に占める割合は、４．７５％である。
連結財務諸表注記
環境偶発事象にかかる引当金（Provision for environmental contingencies）
2010 2009
644 623 (€ million )
下流事業と化学のセグメントによる€88 million が当期に引き当てられた。
また、€66 million の取り崩しにより減少した。
資産除去債務（Asset retirement obligations）
2010 2009
5,917 5,469 (€ million)
・資産除去債務の変動要因
(€ million)
2010 年 1 月 1 日 5,469
増加 338
見積りの修正 79
新たな債務 175
取り崩し (214)
為替調整 316
その他 (246)
2010 年 12 月 31 日 5,917
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第三項 日本基準
① JX ホールディングス株式会社（2011 年 3 月 31 日期）
JX ホールディング株式会社は、平成 22 年４月１日に、新日本石油株式会社と新
日鉱ホールディングス株式会社の経営統合により設立された。日本最大手の石油精
製販売、石油開発および金属事業を持つ総合エネルギー資源企業である。
2011 年 3 月 31 日期の有価証券報告の連結財務諸表における総資産は 6,259,958 百
万円、売上高は 9,634,396 百万円、当期純利益は 311,736 百万円であった。環境負
債の総資産に占める割合は 0.87％である。
事業等のリスク
⑧ 環境規制に関するリスク
当グループの事業は、広範な環境規制の適用を受けており、これらの規制によ
り、環境浄化のための費用を賦課され、環境汚染を生じた場合には、罰金・賠償
金の支払いを求められ、又は操業の継続が困難となる可能性があります。
当グループの事業においては、相当量の排水、排ガス及び廃棄物が発生し、不
測の事態により排出量が基準値を超える可能性があります。また、今後、規制が
強化される可能性があります。これらの環境規制及び基準に関する義務や負担は、
当グループの財政状態及び経営成績に重大な影響を及ぼす可能性があります。
連結財務諸表注記
(1）資産除去債務に関する会計基準の適用
当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第 18 号
平成 20 年３月 31 日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会
計基準適用指針第 21 号 平成 20 年３月 31 日）を適用しています。
これにより、営業利益及び経常利益は 1,567 百万円、税金等調整前当期純利益
は 6,035 百万円、それぞれ減少しています。なお、従前より計上していた廃鉱費
用引当金は、資産除去債務に振り替えています。
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（資産除去債務関係）
当連結会計年度末（平成 23 年３月 31 日）
資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの
１．当該資産除去債務の概要
ＳＳ用土地の不動産賃貸借契約等に伴う原状回復義務及び石油開発関連設備の
生産終了後における撤去義務等です。
２．当該資産除去債務の金額の算定方法
取得からの使用見込期間 割引率
ＳＳ用土地 主に 15 年 主に 2.0％
石油開発関連設備 ４～70 年 3.5～6.5％
３．当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減（単位：百万円）
期首残高（注） 50,440
経営統合による増加額 9,969
有形固定資産の取得に伴う増加額 1,773
時の経過による調整額 1,970
資産除去債務の履行による減少額 △7,495
その他増減額（△は減少） △2,099
期末残高 54,558
（注）当連結会計年度より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第 18
号 平成 20 年３月 31 日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企
業会計基準適用指針第 21 号 平成 20 年３月 31 日）を適用したことによる期首時
点における残高です。
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② 国際石油開発帝石株式会社（2011 年 3 月 31 日期）
国際石油開発帝石株式会社は、日本最大の石油・天然ガス開発企業であり、国際的
には石油メジャーに次ぐ上流専業企業の中堅である。ナショナル・フラッグ・カンパ
ニーとして我が国のエネルギー安定供給の効率的な確保という政策目標のため、経済
産業大臣が拒否権付の株式を持っている。拒否権付の株式が発行されているが唯一上
場を許されており、日本の会計基準により財務諸表を作成している。
2011 年 3月 31日期の有価証券報告書の連結財務諸表における資産合計は 2,680,379
百万円、売上高は 943,080 百万円、当期純利益は 128,699 百万円である。環境負債の
総資産に占める割合は 0.47％である。
事業等のリスク
(6)災害・事故等のリスク
石油・天然ガス開発事業には、探鉱、開発、生産、輸送等の各段階において操
業上の事故や災害等が発生するリスクがあります。このような事故や災害等が生
じた場合には、保険により損失補填される場合を除き設備の損傷によるコストが
生じ、更には、人命にかかわる重大な事故又は災害等となる危険性があり、その
復旧に要する費用負担や操業が停止することによる機会損失等が生じることがあ
ります。国内天然ガス事業においては、平成 22 年１月以降、従来からの国産天然
ガスの生産に加えて、一部海外からの輸入 LNG 気化ガスを原料ガスとして購入し
ておりますが、輸入 LNG 気化ガスの購入先である都市ガス事業者等における事故、
トラブルなどにより輸入 LNG 気化ガスの調達ができない場合には、当社顧客への
供給に支障をきたすなど、当社の国内天然ガス事業に悪影響を及ぼす可能性があ
ります。
また、環境問題に関しては、土壌汚染、大気汚染及び水質・海洋汚染等が想定
されます。当社グループでは、「環境安全方針」を定め、当該国における環境関連
法規、規則及び基準等を遵守することは勿論のこと、自主的な基準を設け環境に
対して充分な配慮を払いつつ作業を遂行しておりますが、何らかの要因により環
境に対して影響を及ぼすような作業上の事故や災害等が生じた場合には、その復
旧等のための対応若しくは必要な費用負担が発生し、又は、操業停止による損失
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等が生じることがあります。さらに、当該国における環境関連法規、規則及び基
準等（新エネルギー・再生可能エネルギー等の支援策を含む。）が将来的に変更や
強化された場合には、当社グループにとって追加的な対応策を講じる必要やその
ための費用負担が発生する可能性があります。
当社グループは、作業を実施するにあたっては、損害保険を付保することとし
ておりますが、いずれの場合も、当該事故・災害等が当社グループの故意又は過
失に起因する場合には、費用負担の発生により業績に悪影響を及ぼす可能性があ
り、また、行政処分や当社グループの石油・天然ガス開発会社としての信頼性や
評判が損なわれることによって、将来の事業活動に悪影響を及ぼす可能性があり
ます。
連結財務諸表注記
(資産除去債務に関する会計基準等)
当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第 18 号
平成 20 年３月 31 日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会
計基準適用指針第 21 号 平成 20 年３月 31 日）を適用しております。
これに伴い、従来、今後発生する廃鉱費用に備えるため、廃鉱計画に基づき計
上していた廃鉱費用引当金は全額取崩しております。
この結果、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年度の営業利益は 141
百万円減少し、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ 1,046 百万円減
少しております。
(資産除去債務関係)
当連結会計年度末（平成 23 年３月 31 日）
１. 資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの
(1) 当該資産除去債務の概要及び金額の算定方法
国内石油天然ガス生産施設等について、鉱山保安法が規定する採掘終了後の坑
井掘採跡の鉱害防止等の義務を有する場合、または、海外石油天然ガス生産施設
等について、産油国政府との石油契約や現地法令等に基づく当該生産施設等の撤
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去等の廃鉱義務を有する場合、操業終了時に負担する費用を合理的に見積り、資
産除去債務を計上しております。
資産除去債務の見積りにあたり、支出までの見込期間は操業開始からの生産可
能年数又は契約期間満了（8 年から 69 年）によっており、割引率は 1.5％から 10％
を採用しております。
(2) 当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減
百万円
期首残高（注１） 16,563
有形固定資産の取得に伴う増加額 1,281
時の経過による調整額 713
資産除去債務の履行による減少額 △5,320
その他増減額（△は減少）（注２） △586
期末残高 12,652
（注）１ 当連結会計年度より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準
第 18 号平成 20 年３月 31 日）及び「資産除去債務に関する会計基準の
適用指針」（企業会計基準適用指針第 21 号 平成 20 年３月 31 日）を適
用したことによる期首時点における残高であります。
２ その他増減額の主なものは為替変動による増減額であります。
２. 連結貸借対照表に計上している以外の資産除去債務
国内石油天然ガス生産施設及び天然ガス供給販売施設について、鉱山保安法が
規定する採掘終了後の坑井掘採跡の鉱害防止義務並びに事業終了時の借地契約に
伴う原状回復義務を有しております。
このうち、一部の国内石油天然ガス生産施設は、現在建設中の LNG 受入基地と
相互補完的かつ有機的に関連しており、現時点では LNG 導入量とのバランスを考
慮した長期に亘る合理的な生産計画を策定することが困難であるため、撤去の時
期等を予測することができません。また、国内天然ガス供給販売施設については、
公共性が高いエネルギーの供給インフラとして恒久的に使用する予定です。
したがって、これらの資産に係る期末日現在の資産除去債務を合理的に見積る
ことはできないため、連結貸借対照表に計上しておりません。
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③ 出光興産株式会社（2011 年 3 月 31 日期）
出光興産株式会社は、石油製品、石油化学製品の製造販売、資源の開発等を行う企
業である。
2011 年 3 月 31 日期の有価証券報告書の連結財務諸表の資産合計は 2,517,849 百万
円、売上高は 3,659,301 百万円、当期純利益は 60,683 百万円である。環境債務の総資
産に占める割合は 1.10％である。
事業等のリスク
(5) 環境に関する規制について
当社グループの事業は、当社グループが事業を行い、あるいは権益を有する日
本やその他の国における広範な環境保全やその他の法的規制の下にあります。例
えば、当社グループは、製油所や工場からの汚染物質の排出、廃棄物の処理等に
ついて規制を受け、基準を超える環境汚染発生に伴う罰則を受ける可能性もあり
ます。また、日本や他の国の当局が新たな規制を行ったり、あるいは現在や将来
の環境規制を遵守することにより多額の支出を伴う可能性があります。特に京都
議定書やその他の地球温暖化に関する提言に基づき、日本や他の国が温室効果ガ
スの排出の制限や新たな炭素課税を導入することにより、当社グループは多額の
費用負担や投資が必要となる可能性があります。このような環境やその他の規制
の遵守に伴う債務や義務の負担により、当社グループの財政状態及び経営成績は
重大な影響を受ける可能性があります。
連結財務諸表注記
（資産除去債務に関する会計基準の適用）
当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第 18 号
平成 20 年３月 31 日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会
計基準適用指針第 21 号 平成 20 年３月 31 日）を適用しています。
これにより、営業利益、経常利益はそれぞれ、111 百万円、税金等調整前当期純
利益は 1,568 百万円減少しています。なお、従来、海外連結子会社等で、固定負
債のその他として計上していた資産除去債務等の当連結会計年度の期首の金額が
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21,758 百万円であるため、資産除去債務の期首の金額は合計では 24,429 百万円と
なります。
（資産除去債務関係）
当連結会計年度末（平成 23 年３月 31 日）
資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの
１．当該資産除去債務の概要
ＳＳ施設用土地の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務、生産又は採掘権
が終了した際の石油、石炭生産設備の撤去費用等を合理的に見積り、資産除
去債務に計上しています。
２．当該資産除去債務の金額の算定方法
支出までの見込期間は、ＳＳ関係はＳＳの主要な設備の耐用年数によって
おり、石油開発及び石炭等については操業時からの採掘可能年数等によって
います。また、割引率は 2.0％から 9.0％を採用しています。
３．当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減（百万円）
期首残高（注） 24,429
有形固定資産の取得による増加額 4,404
時の経過による調整額 1,034
資産除去の履行による減少額 △426
その他増減額（△は減少） △1,854
期末残高 27,586
（注）当連結会計年度より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第
18 号 平成 20 年３月 31 日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用
指針」（企業会計基準適用指針第 21 号 平成 20 年３月 31 日）を適用して
いるため、前連結会計年度の末日における残高に代えて、当連結会計年度
の期首における残高を記載しております。
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第四項 石油エネルギー産業
以下は、第三項までに示した各基準を採用する石油業を営む企業の環境負債の金額
および総資産比率を表にしたものである。
表 2－1
A,環境関連負債 B,資産除去債務 環境負債 (A＋
B)
／総資産
米
国
基
準
エクソン・
モービル
負債計上＋注記
(環境負債)
$948 million
負債計上＋注記
$9,614 million
３．４９％
シ ェ ブ ロ
ン
負債計上＋注記
(環境準備金)
$1,507 million
負債計上＋注記
$12,488 million
７．５７％
国
際
会
計
基
準
シェル 負債計上＋注記
(環境修復の引当金)
$1,122 million
負債計上＋注記
$13,017 million
４．３８％
トタル 負債計上＋注記
(環境偶発事象にかか
る引当金)
€644 million
負債計上＋注記
€5,917 million
４．７５％
日
本
基
準
JX ホール
デ ィ ン グ
ス
―
リスク情報にリスク
がある旨の記載
負債計上＋注記
54,558 百万円
０．８７％
国際石油
帝石
―
リスク情報にリスク
がある旨の記載
負債計上＋注記
12,652 百万円
０．４７％
出光興産 ―
リスク情報にリスク
がある旨の記載
負債計上＋注記
27,586 百万円
１．１０％
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A,環境関連負債は、B,資産除去債務以外の環境負債を指す。A,環境関連負債及び
B,資産除去債務はその項目で明記されたものに限らず財務諸表の注記等からこれら
に該当すると判断したものを含む。また、右列の「環境負債(A＋B)／総資産」は、
環境関連負債と資産除去債務の合計を、各社の各期末総資産で除したものである。
数値はこれまでに示したアニュアルレポート等からの引用である。表 2－2 の鉄鋼業，
表 2－3 の化学産業についても同じである。
世界の大手石油エネルギー企業を対象に環境負債に関する開示情報を比較した結
果、米国基準と国際会計基準を採用している企業では、連結財務諸表における環境
負債の開示内容について大きな差は見受けられなかった。資産除去債務の定義を満
たすものは資産除去債務として計上し、その他の環境修復等にかかる負債について
もそれぞれ計上している。米国基準ではその他の負債や偶発事象の注記のなかで開
示され、国際会計基準では引当金や偶発事象の注記で示されている。
日本においては、事例の対象とした 2011 年３月期より資産除去債務に関する会計
基準が適用されたことから、資産除去債務については計上されている。現在資産除
去債務とされている項目は、前期以前にも、廃鉱費用引当金等の科目で計上されて
いたようである。しかし、資産除去債務以外の環境負債については、ここで対象と
した国内石油企業 3 社では計上されていなかった。また、欧米基準の企業に比べて
環境負債の計上比率も低いようである。
石油業に属する企業の活動は大きく上流と下流に分けられる。上流は、油ガス田
の権益を取得し、鉱物埋蔵量を探鉱・発見・取得・開発し、埋蔵量が最初に販売ま
たは利用可能な状態になるまでの活動をいう。下流は、原油・天然ガス・鉱物の精
製・加工・販売・輸送活動をいう。各企業では、上流、下流、化学などの各事業を
行っており、その比重、規模等に違いはあるものの、どの企業もグローバルに事業
を展開している石油企業である。環境負荷という点では、ここまで大きな差がある
のは不思議である。日本基準を採用する日本企業だけ、資産除去債務以外の環境関
連負債が計上されていないのはなぜだろうか。また、日本企業の資産除去債務の総
資産比率が低いのはなぜだろうか。日本と欧米における会計基準の違いにその理由
があるのか、または日本と欧米での環境法の違いなど会計基準とは関係ない要因に
よるものなのか、後の章で検討していきたい。
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第二節 鉄鋼業
つづいて鉄鋼業を営む企業について、環境負債がどのように計上されているのか
を確かめるため、日本企業及び欧米企業を取り上げ、その開示内容を検討する。
第一項 米国会計基準
①U.S.スチール
United States Steel Corporation はアメリカの総合製鉄企業である。US-GAAP
にもとづいて財務諸表を作成しており、以下は、2010 年 12 月 31 日期の Form10-K
から引用、和訳したものである。2010年 12月 31日期の連結売上高は$17,374 million、
当期純損失は$482 million、総資産は$15,350 million であった。環境関連の負債が
総資産に占める割合は 1.54％である。
連結財務諸表の注記
環境修復
環境支出は、将来の汚染を軽減または防ぐコストや、既存の資産の環境の安全性
や能率を改善させるコストであれば資本化される。U.S.Steel は修復する責任の可
能性が高く関連するコストの金額が合理的に見積もり可能なときに、修復コストや
ペナルティについて規定している。修復の発生の時期は、主として引き受けた仕事
の範囲を定義する調査の完了や、正式な計画の活動に対する義務と一致する。修復
負債は発覚している環境関連の見積りをもとに計上しており、キャッシュの支払い
の金額と時期が容易に決定できるときは割引いている。
資産除去債務
資産除去債務は初めに公正価値で計上され、関連する固定資産のコストの一部と
して資本化され U.S.Steel の有形固定資産の減価償却方針に従い減価償却されて
いる。この債務の公正価値は期待される将来キャッシュフローの割引価値で確定し
ている。時の経過によるこの割引債務を増加させるため、費用の増加は毎月認識し
ている。統合された鉄鋼設備の大半の固定資産の処分コストにかかる特定の資産除
去は不確定の決済時期のため認識されていない。これらの資産除去債務は公正価値
を見積もることができる十分な情報が生じた期に初めて認識される。
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環境問題等
U.S.Steel は環境に関する連邦政府、州、地方、海外の法律および規制に従って
いる。これらの法律は一般に環境に放たれた汚染物質の管理を規定し、責任当事者
に有害廃棄物処理サイトの修復を要求している。従わないとペナルティを課される
可能性がある。修復活動にかかる負債の変動は以下の表に要約している。
＄million
期首 203
見積り可能な環境修復の増加 8
支出 (13)
期末 198
修復活動にかかる負債は貸借対照表の以下の項目に含まれている。
$ million 12/31/2010 12/31/2009
Accounts payable 18 17
Deferred credits and other noncurrent liabilities 180 186
合計 198 203
修復にかかる費用は売上原価に計上されており、2010 年、2009 年、2008 年の
12 月 31 日でそれぞれ$8 million、$57million、$37 million であった。現時点で、
かかるであろうすべての修復コストや課される可能性のあるペナルティの最終の
金額を見積もることはできない。修復計画と関連する負債に固有の不確実性のた
め、修復コストの総額が計上された負債を 15－30％程度超える可能性がある。
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資産除去債務
U.S.Steel の資産除去債務はおもに鉱山と埋め立ての閉鎖のコストである。以下
の表は資産除去債務の当期の変動を表している。
$ million 12/31/2010 2009
期首 45 48
債務の増加 1 －
債務の清算 (7) (7)
為替換算 (2) 1
費用の増加 2 3
期末 39 45
統合された鉄鋼設備の大半の固定資産の処分コストにかかる特定の資産除去は
不確定の決済時期のため認識されていない。これらの資産除去債務は公正価値を見
積もることができる十分な情報が生じた期に初めて認識される。
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②AK スチール・ホールディング
AK Steel Holding Corporation はアメリカの鉄鋼メーカーである。US-GAAP に
もとづいて財務諸表を作成しており、以下は、2010 年 12 月 31 日期の Form10-K
からの引用である。2010 年 12 月 31 日期の連結売上高は$ 5,968.3 million、当期純
損失は$ 128.9 million、総資産は$ 4,188.6 million であった。環境関連の負債の総資
産に占める割合は 1.54％である。
連結財務諸表の注記
環境偶発事象
AK Steel を含む国内の鉄鋼生産者は人の健康と環境の保護に関する厳格な連邦
政府、州、地方の法律や規制に従っている。過去 3 年間、当社は環境に関する資
本投資と環境遵守のために以下の支出をした。
$ million 12/31/2010 2009 2008
環境関連の資本投資 4.5 1.0 1.8
環境遵守コスト 118.7 106.6 126.5
AK Steel とその前身は 1900 年から鉄鋼製造と関連する事業を行ってきた。当
社は営業経験が当時の一般的な業界規準に一致すると信じているが、当社がすでに
所有していない事業用サイトを含む、一つ以上の事業用サイトや第三者のサイト
に、過去に有害物質が放出された。当社は、これらのサイトの潜在的な修復費用を
見積もった。将来の修復の取組みはおそらく、認められた条件、事業や設備の売却
から生じる規定の要求や契約上の債務にもとづいている。以下の表は、当社の連結
貸借対照表に計上されている環境問題に関する見積り可能なコストの負債の要約
である。
$ million 12/31/2010 2009
発生した負債 20.4 17.0
その他の固定負債 38.7 40.6
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資産除去債務
以下の表は、ASC Subtopic 410-20 “Asset Retirement Obligations”に従って資産
除去債務の変動を示したものである。
$ million 2010 2009 2008
期首 4.9 4.4 4.1
費用の増加 0.4 0.5 0.3
期末 5.3 4.9 4.4
一般に、これらの発生項目の構成要素は、調査、境界線、リスク査定、修復活動、
政府からの応答と監督コスト、モニタリング、適切な環境庁等への報告に関連する
コストを含む。
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第二項 国際会計基準
①ティッセン・クルップ
ThyssenKrupp AG は IFRS を採用するドイツの鉄鋼メーカーである。以下は 2010
年 9 月 30 日期のアニュアルレポートからの引用である。2010 年 9 月 30 日期の連結
売上高は€ 42,621 million、当期純利益は€ 824 million、総資産は€ 43,712 million
であった。環境関連の負債が総資産に占める割合は、0.56％である。
連結財務諸表の注記
引当金
引当金は、当グループにおいて、合理的に見積もり可能な経済的便益の流出の可
能性が高い過去の事象に起因した現在の債務があるときに認識している。認識され
た金額は貸借対照表日における決済金額の現在の債務の最善の見積りを表す。第三
者の予期された返済は相殺されていないが、返済が認められることが実質的に確か
であれば区別した資産として計上される。貨幣の現在価値の影響が大きいとき、引
当金はリスクを調整した市場レートで割引いている。
解体の義務にかかる引当金はおもに採鉱活動と埋め立ての再耕作に関連する債務
からなる。採鉱活動と埋め立ての再耕作に関連する債務は一般に長期にわたって対
処され、30 年以上に及ぶこともある。技術上の要素は非常に複雑である。その結果、
時期と実際の費用の金額について不確実性が存在する。
環境債務にかかる引当金は主として汚染されたサイトの修復、再開発と水質保護
の対策にかかるものである。
ｍillion € 解体の債務 環境債務
前期末 235 34
為替 0 0
買収 1 1
追加 2 1
増加 (1) 2
利用した金額 (9) (3)
戻し入れ (15) (3)
表示の変更 (1) 0
期末 212 32
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②アルセロールミタル
ARCELORMITTAL はルクセンブルクに本社を置く世界最大の鉄鋼メーカーであ
る。IFRS を採用しており、以下は 2010 年 12 月 31 日期のアニュアルレポートから
の引用である。2010 年 12 月 31 日期の連結売上高は$ 78,025 million、当期純利益
は$ 2,916 million、総資産は$ 130,904 million であった。環境関連の負債が総資産
に占める割合は、0.82％である。
連結財務諸表の注記
資産除去債務
ArcelorMittal は初めに期末に負っている法的な負債の公正価値で資産除去債務
を計上し、関連する固定資産の金額を増加させることで資産除去債務を資本化す
る。この債務の公正価値は期待される将来キャッシュフローの現在価値で確定して
いる。この負債は毎期現在価値まで増加し、資本化されたコストは当社の有形固定
資産の減価償却方針に従い減価償却される。
環境コスト
現在の営業に関連する環境コストは適切に費用化または資本化されている。過去
の営業によって生じた環境コストで、現在又は将来の収益獲得やコスト減少に貢献
しないものは費用化される。負債は環境査定や修復の取組みの可能性が高く、進行
中の技術研究、環境当局との討議や要求されるかもしれない修復の範囲と自然に関
連するその他の想定にもとづくコストを合理的に見積もることができるときに計
上される。ArcelorMittal の最終的なコストは、環境や公共健康当局によって定め
られる修復活動に要求される範囲や方法、新しい法律や政府の規制、急速な技術革
新や潜在的な関連する訴訟の結果など、管理不能な要素に依存している。環境負債
は債務の金額の合計と現金支払いの金額と時期が固定されまたは確実に決定でき
るならば割引いている。
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引当金
引当金の変動は以下のとおりである。
$ million 期首 増加 控除・支払 為替その他 期末
環境 743 95 (104) (4) 730
資産除去債務 336 24 (30) 12 342
環境引当金は汚染、利用可能な修復技術、環境規制の内部および第三者の見積も
りをもとに見積もられている。見積りはさらなる情報が明らかになることや状況の
変化によって修正される。これらの引当金は 20 年以上の期間にわたり消費される
予定である。
資産除去債務
資産除去債務は法律の要求から生じ、耐用年数の最後に設備や備品の除去や土地
の返還などに要求されるコストの現在価値の経営者の最善の見積りを表す。2010
年 12 月 31 日時点で、ArcelorMittal はウクライナで 140、ロシアで 72、カナダで
38、南アフリカで 35、ヨーロッパで 22、アメリカで 17、ブラジルで 11 の引当金
を計上している。
環境負債
ArcelorMittal の営業は、さまざまな地域と営業子会社において、広い範囲で人
の健康と環境の保護に関する法律や規制に従っている。2010 年 12 月 31 日時点で、
ArcelorMittal は環境修復活動と負債の準備金を 730 設置した。このなかにはヨー
ロッパで 300、アメリカで 213、南アフリカで 185、カナダで 26 の引当金を含む。
ArcelorMittal とその設備等の以前の所有者は適用される環境法や規制を達成また
は継続して従うために相当の金額を支払った。ArcelorMittal は将来もこれを守り、
継続して引当金を計上するつもりである。
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第三項 日本基準
①新日本製鉄
新日本製鉄株式会社は日本を代表する鉄鋼メーカーである。わが国において一般
に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成している。
以下は新日本製鉄の 2011 年 3 月 31 日期の有価証券報告書からの引用である。2011
年 3 月 31 日期の連結売上高は 4,109,774 百万円、当期純利益は 93,199 百万円、総
資産は 5,000,860 百万円であった。環境関連の負債については数値の開示がなかっ
た。
連結財務諸表の注記
事業等のリスク
新日本製鉄では、環境社会報告書を公表しており、環境保全コストの設備投資額
や経費を公表しているが、財務報告の枠組みの中では環境に関連する負債やコスト
の開示はなかった。
事業活動にかかる環境規制および税の賦課
今後、我が国において CO2 の排出量に対する数量規制や、化石燃料の消費に対
する環境税、その他の環境規制が強化・導入された場合には、製鉄事業を中心に当
社グループの事業活動が制約を受けることにより、業績に影響が生じる可能性があ
ります。
「資産除去債務に関する会計基準」等の適用
当会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第 18 号）及
び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第 21 号)
を適用している。
この変更による連結財務諸表に与える影響は軽微である。
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②JFE スチール
JFE スチール株式会社(単体)は日本の鉄鋼メーカーであり、我が国において一般
に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成している。以下
は、JFE スチール株式会社の 2011 年 3 月 31 日期の計算書類からの引用である。2011
年 3 月 31 日期の売上高は 2,074,147 百万円、当期純利益は 40,655 百万円、総資産
は 3,080,571百万円である。環境関連の負債が総資産に占める割合は 0.36％である。
個別注記表
ＰＣＢ処理引当金 (7,820 百万円)
「ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」
により処理することが義務付けられているＰＣＢ廃棄物の処理に係る費用の支出
に備えるため、その処理費用見積額を計上しております。
資産除去債務 (3,219 百万円)
当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第 18 号 平
成 20 年３月 31 日）および「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会
計基準適用指針第 21 号平成 20 年３月 31 日）を適用しております。
これにより、当事業年度の営業利益および経常利益は 31 百万円、税引前当期純
利益は 3,086 百万円それぞれ減少しております。
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第四項 鉄鋼業における日米欧比較
以下は、これまで見てきた鉄鋼企業を、採用する基準ごとに並べ、それぞれの環
境負債の金額と総資産比率を表にしたものである。
表 2－2
A,環境関連負債 B, 資産除去債
務
(A＋ B)／総資
産
米
国
基
準
U.S.スチール $ 198 million $ 39 million 1.54%
AK スチール $ 59.1 million $ 5.3 million 1.54%
国
際
会
計
基
準
ティッセン・クルッ
プ
€ 32 million € 212 million 0.56%
アルセロールミタル € 730 million € 342 million 0.82%
日
本
基
準
新日本製鉄 ― ― ―
JFE スチール 7,820 百万円
PCB 処理引当金
3,219 百万円 0.36％
鉄鋼業は先に検討した石油エネルギー産業に比べて全体的に環境負債の規模は小
さいようである。これは、石油エネルギー産業では石油生産設備の廃鉱費用などの
資産除去債務が多額であるためと考えられる。また、そのことも関連して、鉄鋼業
では資産除去債務以外の環境関連負債の金額（A）の比率の方が高い傾向にある。欧
米で環境関連負債に計上されているものは、汚染サイトの浄化義務が多いようであ
る。日本基準を採用する JFE スチールでは、資産除去債務以外に、PCB 処理引当金
を計上しており、金額も資産除去債務より多い。この事例から、環境負債に関して
具体的な規定を持たない日本基準を採用している場合であっても、引当金の要件を
満たすものとして、環境負債（PCB 処理引当金）が計上されていることがわかる。
しかし、石油産業につづき鉄鋼業についても、日本基準を採用する企業のほうが相
対的に環境負債の比率が低いという傾向は観察される。
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石油産業と鉄鋼業に関する上記の検討結果は、日本企業の環境負債計上額が、欧
米企業とくらべて小さい、という傾向が、業種の違いを超えて広く観察されること
を示唆している。これは直観や通念に適った分析結果ともいえる。
こうした違いを引き起こしている原因のひとつとして考えられるのは、第一章で
検討したとおり、環境負債に関する会計基準の質的な違いである。つまり環境負債
に関する具体的な会計基準を有している欧米企業では、会計基準の求めに応じて企
業が投資家の必要としている情報を提供しているのに対し、整備された会計基準を
持たない日本では、情報開示が不十分な水準にとどまる、というものである。
もしこのシナリオが正しいとすれば、次に問題となるのは、なぜ欧米の「成功事
例」を目の当たりにしながら、日本では環境負債に関する開示の充実を図るための
基準整備が行われないのかである。この理由として考えられるシナリオのひとつは、
負債の基礎概念が日本と欧米とで相違しており、たとえ環境負債に関する財務諸表
本体での開示充実を図ろうとしても、負債の基礎概念がある種の足かせとなってそ
れが叶わない、というものである。こう言いうるかどうかを確かめるため、次の第
三章では各国の負債の基礎概念について検討し、環境負債の計上範囲にどのような
違いが生じる可能性があるのかを明らかにしたい。
また、各国において環境負債の計上額が異なる理由は、何も会計基準に関連した
ものばかりとは限らない。例えば各国の環境浄化義務に関する法的規制の違いも、
環境負債の計上額に少なからぬ影響を及ぼしうるはずである。このような会計以外
の要因が負債計上額の違いを引き起こしている可能性については、第四章で検討す
る。
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（参考）総合化学メーカーの環境負債の開示についても示すと以下の表のようになる。
表 2－3
A,環境関連負債
B,資産除去債務
(A＋B)／総資
産
ダウ・ケミカル(米） $607 M, $298 M $99 M 1.44%
デュポン(米） $407 M $59 M 1.15%
BASF(独:IFRS） €665 M €869 M 2.58%
三菱ケミカル(日) \1,562 M その他の負債 0.05%
住友化学(日) \7,925 M その他の負債 0.33%
三井化学(日) \10,650 M \2,376 M 1.00%
※2010 年 4 月 1 日から 2011 年 3 月 31 日の間に終了する事業年度における各社の連結決
算の数値をもとに作成
化学企業についても、資産除去債務以外の環境関連負債の計上比率が高くなって
いる。こちらも欧米では汚染サイトの浄化やアスベストの処理などに関するものが
多い。一方の日本企業は PCB 処理費用のほか、住友化学では特定施設処理引当金や、
三井化学では環境対策引当金等が計上されており、資産除去債務より金額も大きい
ようである。
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第三章 負債の基礎概念の検討
第二章までに解き明かされたように、環境負債の計上額は、業種の違いの影響を除
いたとしてもなお、日欧米で相違している。第三章以降においては、こうした相違が
生じている原因の究明に努める。
この原因として考えられる要因のひとつは、日欧米で基準設定主体が環境負債、あ
るいは負債（一般）に異質な定義を与えている、というものである。負債の定義が異
なれば、当然、環境負債のうち、どのような項目が財務諸表にオンバランスされる対
象となるのかも違ってくるはずである。そこで本章では、負債の基礎概念について整
理する。
第一節 負債の定義と認識
まずは、負債の定義と認識について、各基準でどのように記されているのか、FASB、
IASB およびわが国の概念フレームワークを参照する。
まず FASB の財務会計概念書第 6 号には「負債とは、過去の取引または事象の結果
として、特定の経済主体が、他の経済主体に対して、将来、資産を譲渡しまたは用役
を提供しなければならない現在の債務 (obligation)から生ずる、蓋然性の高い
(probable)将来の経済的便益の犠牲である」(par.35)と定義されている。
また、概念書第 5 号では、「ある項目が財務諸表において認識されるためには、1)
定義、２)測定可能性、３)目的適合性、４)信頼性という４つの基本的認識規準を満た
さなければならない」(par.63)とされる。３)目的適合性と４)信頼性は属性に注目する
ものである。２)測定可能性とは、「ある項目が十分な信頼性をもって測定可能な目的
に適合した属性をもっていること」(par.6)をいう、とされている。
次に IASB の財務報告のための概念フレームワークでは、「負債とは、過去の事象か
ら発生した企業の現在の債務で、その決済により、経済的便益を有する資源が当該企
業から流出することが予想されるものをいう」(par.49(b))とされている。
この定義を満たす項目は「(a)当該項目に関連する将来の経済的便益が、企業に流入
するか又は企業から流出する可能性が高く、(b)当該項目が信頼性をもって測定できる
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原価又は価値を有している場合」に認識しなければならないとされている(par.51)。
さらに日本の討議資料「財務会計の概念フレームワーク」では、「負債とは、過去の
取引または事象の結果として、報告主体が支配している経済的資源を放棄もしくは引
き渡す義務、またはその同等物をいう」(第 3 章,第 5 項)とされている。義務の同等物
には、法律上の義務に準じるものが含まれる。また、「貸借対照表と損益計算書が投資
のポジションと成果を開示するという役割を担っているため、それぞれの構成要素は、
これらの役割を果たすものに限られる」(第３章,第 3 項)という制約があり、定義を充
足しても財務諸表の構成要素とはならないこともある。「財務報告の対象とすべきか否
かは、財務報告の対象とすることによってその目的がよりよく達成できるようになる
のかどうかも加味して、総合的に判断しなければならない」(第 3 章序文)とされている。
上記の「定義を充足した各種項目の認識は、基礎となる契約の原則として少なくと
も一方の履行が契機となる。さらに、いったん認識した資産・負債に生じた価値の変
動も、新たな構成要素を認識する契機となる」(第 4 章,第 3 項)。また、それに加え「一
定程度の発生の可能性が求められる」。「一定程度の発生の可能性(蓋然性)とは、財務諸
表の構成要素に関わる将来事象が、一定水準以上の確からしさで生じると見積もられ
ることをいう。」(第 4 章,第 6 項)とされている。
以上から、FASB および IASB における負債の定義と認識に関する概念は非常に近
いことがわかる。認識要件を整理すると、①現在の債務である、②過去の事象の結果
である、③将来経済的便益が流出する、④蓋然性が高い、⑤信頼性のある測定ができ
るという要素をそれぞれ含んでいる。ここでの④蓋然性が高いとは、一般的な意味で
あり、高度の発生可能性のことではない。FASB では④蓋然性が高いことが負債の定
義に含まれ、IASB は定義ではなく認識の要件としている点で異なるが、最終的に負債
として計上される範囲としては相違ない。
また日本の概念フレームワークにおける負債の定義と認識要件も上記の FASB、
IASB とほぼ同じように思える。ただし、現在の債務という用語ではなく、義務または
その同等物とされているという点では異なっている。
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第二節 債務の概念（擬制債務について）
次に債務の概念、とりわけ擬制債務の概念に関する各国間の異同点を明らかにする。
まず欧米において債務は、経済的便益を移転しないで済む現実的な選択肢が存在しな
いときに存在していると判定されるとしている（ASB,FRS12）。債務(obligation)には、
法律上の債務に限らず、衡平法上あるいは推定上の債務(equitable or constructive
obligation)のいわゆる擬制債務も含まれる（SFAC6.par.36, IASC.par.60）
推定上の債務は「他の実体との契約によって結ばれたり政府によって課されたりす
るものではなく、ある特定の状況における事実から生み出され、推定され、解釈され
るものである」(SFAC6,par.40)。IAS 第 37 号では推定的債務とは、「確立されている
過去の実務慣行、公表されている政策又は極めて明確な最近の文書によって、企業が
他者に対しある責務を受諾することを表明しており、かつ、その結果、企業はこれら
の責務を果たすであろうという妥当な期待を他者の側に惹起しているような企業の行
動から発生した債務をいう」(par.10)とされている。また、衡平法上の債務とは、「不
文法や制定法から生じるものではなく、倫理的または道徳的制約から生じるものであ
り、他の実体に対して、普通の良心や公正の感覚で公平、正当とみなされることを行
う義務から生じるものである」(SFAC6,par.40)。
日本においても、概念フレームワークにおける負債の定義で「義務又はその同等物」
として法律上の義務に準じるものも含まれるとしている。基準上で擬制債務について
定義はなされていないが、負債が法的債務に限定されるものではないことは日本にお
いても欧米と同じであろう。
このように法律上の債務に限らず擬制債務も負債の定義に含める根拠として、川村
(2003)は以下の４つを挙げている。
(1) すべての債務について、法が常に完全な規範を与えているわけではないので、
負債の範囲を法律上の債務に限定すべきではない。
(2) 法律上の債務であるか否かが明確でない問題、または争いがある問題がある。
(3) 法律上の債務であるか否かが重要な問題とされるのは、会社の清算時における
残余財産分配など、継続企業が前提とされていない状況である。
(4) これらの多くは法律上の債務でないとしても、裁判所の判決などにより、法律
上の債務に変わる可能性が高い。このため、会計上、法律上の債務と擬制債務
54
とを区別する意味は乏しい。
川村(2003)の説明は説得力を持っている。とすれば、擬制債務については、欧米お
よび日本において法的債務と同じように負債に含まれると考えられている。負債認識
に関するこのような基礎概念を環境負債の認識に適用すると、法的な債務に限らず、
推定上の債務や衡平法上の債務についても負債認識すべきであると考えられる。つま
り、法的債務の確定していない環境負債であっても、企業が開示する環境方針等から
推定上の債務にあたる場合や、倫理的道徳的な制約から汚染を放置できず衡平法上の
債務にあたる場合にも、環境負債を計上することとなる。
しかし、この擬制債務の概念をそのまま環境負債に適用するのは問題があるかもし
れない。植田(2008)は「企業が厳しい環境方針を打ち立て、それを達成するための目
標設定が一般的な目標を上回る場合においても、それが環境負債の認識へと拡張され
る可能性がある。結果として、環境対策に積極的な企業ほど環境負債が大きくなり、
財政状態の悪化につながる。」と指摘し、擬制債務の概念をそのまま環境負債に適用す
るのは問題があるとしている。たしかに、環境対策に積極的な企業ほど推定的債務に
より環境負債が大きくなる可能性はある。しかし、投資家は負債の総額だけでなく、
その中身についても細かく見ていると考えられる。このような投資家を前提とすれば、
環境対策に熱心であるがゆえに環境負債を多く負担している企業は、環境への配慮を
期待する投資家からは評価されるはずである。
第三節 引当金
次は、負債と近い概念である引当金について検討する。米国の基準では、引当金と
いう項目は特に定義されていないようである。また、国際会計基準ではＩＡＳ第３７
号で「引当金は、時期又は金額が不確実な負債」(par.10)であるとされており、負債の
概念の一部と考えられる。負債の定義と認識要件については第一節で述べたとおりで
ある。以下では日本における引当金について検討する。
企業会計原則注解 18 では、引当金の計上の要件として以下の４つを挙げている。
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① その発生が当期以前の事象に起因すること。
② 将来の特定の費用または損失であること。
③ 発生の可能性が高いこと。
④ その金額を合理的に見積ることができること。
これらの要件を満たした場合に、将来発生費用のうち当期の負担に属する金額を費
用又は損失として引当金に繰り入れ、その引当金の残高を負債として計上する。注解
18 では、製品保証引当金、売上割戻引当金、返品調整引当金、賞与引当金、工事補償
引当金、退職給与引当金、修繕引当金、特別修繕引当金、債務保証損失引当金、損害
補償損失引当金、貸倒引当金が引当金に該当するものとして例示されている。（ただし、
本論文では、貸倒引当金等の評価性引当金については検討の対象とはしないこととす
る。）引当金は適正な期間損益計算を行うために、費用を発生させる原因事象の存在が
将来発生費用を当期に計上する根拠とされる。
上記の引当金の設定要件と先に整理した負債の認識要件とを比べ、両者の違いを検
討する。負債の認識要件にある②過去の事象の結果である、⑤信頼性のある測定がで
きるという要件については相違ないと言える。負債の④蓋然性が高いという要件は合
理的に期待されるという一般的な意味であるため、引当金の要件のほうが高い発生可
能性を要求していると考えられる(山下(2000))。最も大きな違いは、負債は①現在の債
務であることが要件とされているのに対し、引当金は将来の特定の費用又は損失であ
ることが要件とされ、貸借対照表日に債務を負っているか否かは条件とされていない
点である。これは、引当金が期間損益計算の観点から必要とされた概念であるためで
あろう。この結果、将来、自らの行動、決定により回避することが可能であるような
非債務性引当金は負債の定義、認識要件を満たさないこととなる。また、引当金は将
来の特定の費用又は損失に対して設定されるものであり、負債の定義にある③将来の
経済的便益の流出よりは限定的な概念である。引当金では当期の負担に属する金額が
累積されるため、将来の負担に属するものは計上されない。
負債の認識要件 引当金の計上要件
図 3－1
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①現在の債務である （②将来の特定の費用または損失である）
②過去の事象の結果である ①その発生が当期以前の事象に起因する
③将来経済的便益が流出する ②将来の特定の費用または損失である
④蓋然性が高い(一般的な意味で) ③発生の可能性が高い
⑤信頼性のある測定ができる ④その金額を合理的に見積ることができる
以下は、負債と引当金の両者の認識範囲の違いを図に示したものである。引当金は
負債と非常に近い概念であるが、将来の特定の費用又は損失に対するものに限定され
ているため、借入金のような債務は含まれない。また、負債の場合は現在の債務であ
ることが要件であるため、期末時点では債務性のない引当金が含まれないことが考え
られる(a)。さらに、引当金は当期の負担に属する部分のみが計上されるという点で、
現在の債務全体を計上する負債とは異なる(b)。
下図(b)について、「資産除去債務に関する会計基準」の結論の背景にある、資産除去
債務の会計処理の考え方を例に解説する。そこでは、引当金処理と資産負債の両建処
理という考え方があった。引当金処理は、「有形固定資産の耐用年数到来時に解体、撤
去、処分等のために費用を要する場合、有形固定資産の除去に係る用役（除去サービ
ス）の費消を、当該有形固定資産の使用に応じて各期間に費用配分し、それに対応す
る金額を負債として認識する考え方」である(32 項)。これは今まで述べてきた引当金
を計上する際の会計処理（当期の負担に属する部分のみが計上される）と同じである。
一方、資産負債の両建処理は、「たとえその支払いが後日であっても、債務として負担
している金額が合理的に見積もられることを条件に、資産除去債務の全額を負債とし
て計上し、同額を有形固定資産の取得原価に反映させる処理」をいう(32 項)。資産除
去債務に関する会計基準では、資産負債の両建処理を採用した理由として、「引当金処
理の場合には、有形固定資産の除去に必要な金額が貸借対照表に計上されないことか
ら、資産除去債務の負債計上が不十分であるという意見」(34 項)があることを挙げて
いる。負債の側に着目して両者の会計処理を比較すると、同じ項目であっても、引当
金処理の場合には徐々に認識されていくのに対し、資産負債の両建処理の場合には除
去に必要な金額の全額が計上されるという点で異なる。図に戻ってみると、引当金の
場合には(b)の半楕円形から徐々に四角形に広がるイメージである。
57
環境負債のうち、資産除去債務のような会計基準がないものについては、この注解
18 が計上の根拠となる。日本と欧米とを比較したときに、環境負債の範囲にはどのよ
うな違いが生じるのだろうか。まず、項目については非債務性引当金も計上される日
本のほうが認識される項目の範囲が広くなる可能性がある(a)。しかし、環境負債に関
連する項目で、非債務性引当金に該当するものはそう多くないかもしれない。実際、
第二章の事例分析においても、多くの環境債務は法令の裏づけを伴っていた。また、
共通の項目については、現在の債務全体ではなく、当期以前の負担に属する金額が対
象となるため、日本のほうが計上される環境負債の範囲が狭い可能性もある(b)。
ところで 2009 年 9 月に企業会計基準委員会から公表された「引当金に関する論点
整理」では、環境修復引当金について個別の検討がなされている。現在は、引当金に
ついて上記のような差があるが、「IAS 第 37 号改訂案では、環境へのダメージが発生
した時点では、その結果を修復する現在の債務は企業に発生していないが、新しい法
律がダメージの修復を求めた場合や、推定的債務を負うような修復責任を企業が受け
入れた場合には、現在の債務が発生するとされている。したがって、国際的な会計基
準とのコンバージェンスの観点からは、我が国においても、企業が負うべき現在の債
務が発生した時点で、環境修復引当金を計上することになると考えられる。」(45 項)
範囲の違いのイメージ図
負債
引当金
借入金等
非債務性引当金
(a)
当期以前の負担に
属する金額のみ(b)
図 3－2
引当金
当期以前
の負担分
最終的な累積額
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とされている。
第四節 蓋然性基準
負債や引当金の認識要件として一定の発生可能性を求める蓋然性規準は、日欧米の
各基準に取り入れられている。負債の認識において高い蓋然性を求めれば負債が認識
されづらくなり、計上される範囲は狭くなる。逆に米国のＳＦＡＳ第１４３号のよう
に認識における蓋然性規準が排除されている場合には、より広い範囲で負債が認識さ
れることになる。そのため、この節では日欧米それぞれの会計基準において蓋然性規
準がどのような形で採用されているのかを検討する。
まず米国における蓋然際基準の採用状況を検討する。FASB は 2000 年に財務会計概
念書第 7 号「会計測定におけるキャッシュフロー情報と現在価値の利用」を公表し、
将来キャッシュフローの現在価値を利用する測定の目標値は公正価値であるとした。
そして活発な市場がないときの公正価値測定に期待キャッシュフローアプローチが導
入された。期待キャッシュフローアプローチでは、不確実性のあるものについて、金
額や時期の異なる複数のキャッシュフローを確率で加重平均した期待値が用いられる。
期待キャッシュフローアプローチの導入により、不確実性は、負債の認識の要件では
なく、測定値に反映させることで対応できる。
2001 年に FASB から公表された SFAS143 号「資産除去債務の会計」では、資産除
去債務の測定値は公正価値であるとされた。そして、資産除去債務を認識する時点で
高度の発生可能性を要求するのではなく、期待値の測定において不確実性を考慮すれ
ばよいとして、資産除去債務の認識の規準から蓋然性規準が削除された。
偶発事象から発生する負債については SFAS5 号「偶発事象の会計」のなかで蓋然性
規準が適用されており、認識にあたって高度の発生可能性(“probable”は 70％程度の確
率で実務家の判断によるとされる(山下,2000))が要求されている。SFAS143 号による
資産除去債務は蓋然性にかかわらず負債が認識される一方、他の偶発事象にかかる負
債については蓋然性規準要求されている。この点について、梅原(2004)は SFAS5 号と
SFAS143 号の会計基準相互間の整合性が課題であると指摘している。
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以下の蓋然性規準に関する説例は、梅原(2004)より抜粋したものである。
(説例)
T 社は油田設備を建設した。10 年後の当該設備の撤去時には、環境保全に必要
な費用の負担を法的に義務づけられている。その撤去に伴う支出額については、
以下のように予測されている。なお現在価値の算定にあたって必要な割引率を 5％、
リスク・プレミアムを 100 とする。
支出額 確率
状況 A 0(発生しない) 60%
状況 B 3,000(発生する) 20%
状況 C 2,000() 20%
仮に、50％を蓋然性の規準にするならば、キャッシュフローが発生しない可能
性が高いので、除去債務は認識されないことになる。
しかし、市場参加者は、不確実な負債を引き受けるために、将来の犠牲が生じ
る可能性が高くなくても（SFAS5 号における probable 以下であっても）、価格を
形成するであろうし、発生の可能性の低い事象についての予測も価格に織り込む
はずである。つまり、市場参加者は、期待値によって当該除去債務の合理的な引
受価額を決めることができるので、蓋然性の高低にかかわらず取引に合意するこ
とができる。その金額は、
0×0.6+3,000×0.2+2,000×0.2－100
(1+0.05)¹°
≒553 である。
次に欧州における蓋然性規準の採用状況を検討する。IASB においても 2005 年に修
正 IAS37 号公開草案「非金融負債」が公表され、蓋然性規準”more likely than not”
の削除が提案されている。現行の IAS37 号では、発生する確率が発生しない確率より
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も高い場合に引当金を認識するとしており(par.23)、50％超の確率と考えられる。公開
草案では、非金融負債は、(1)負債の定義を満たしており、(2)当該非金融負債について
信頼できる見積りが可能な場合に認識しなければならないとしている(par.11)。蓋然性
規準の削除により、発生にかかる不確実性は非金融負債の認識ではなく測定に反映さ
れることとなる。
最後に日本における蓋然性規準の採用状況について検討する。日本では、注解 18 の
引当金の要件に蓋然性規準があり、「発生の可能性が高い」ことが求められている。発
生の可能性が高いという場合にはかなり確実性があり、現行 IAS37 号の”more likely
than not”よりは高い規準と考えられる。
以上の準備作業をふまえ、最後に、米国、国際、日本における蓋然性規準の採用状
況について整理する。第一節で示したように、負債の定義や認識要件として一般的な
意味での蓋然性が要求されている点は、各国のフレームワークで共通している。しか
し各基準における技術的な意味での蓋然性規準に関しては相違がある。まず、資産除
去債務については、米国と日本の会計基準では蓋然性規準は設けられていないのに対
し、国際会計基準では”more likely than not”で 50％超の発生可能性が求められている。
そして、資産除去債務以外で汚染修復義務の環境負債等については、米国基準
は”probable”で 70％程度、国際会計基準では”more likely than not”で 50％超、日本基
準では”発生の可能性が高い”という蓋然性規準が設けられている。蓋然性規準は実務
家の判断によるとされるが、基準の文言からは、米国≒日本＞国際の順で蓋然性の高
さに違いがあるようである。
日本においても、IAS37 号の改定案の公開草案公表を受けて、2009 年 9 月に企業会
計基準委員会から、「引当金に関する論点整理」が公表された。そのなかで、蓋然性要
件について次のように書かれている。「我が国の会計基準及び国際的な会計基準では、
引当金の認識要件の中に、蓋然性要件、すなわち発生の可能性が高いという要件を設
けている。しかしながら、IAS 第 37 号改訂案においては、蓋然性要件を削除するこ
とが提案されている。IAS 第 37 号改訂案の今後の動向も踏まえ、我が国の引当金に
関する会計基準を見直す場合においては、蓋然性要件を維持するかどうかについて検
討する。」(49 項)「会計基準の国際的なコンバージェンスの観点からは、IAS37 号の最
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終的な改訂において、蓋然性要件の代替となるような取扱いが導入されるかどうかも
含めて IASB の今後の動向に注意していく必要がある」(53 項)としており、日本の引
当金についても蓋然性基準が削除される可能性がある。
下図は、IAS 第 37 号と蓋然性要件を削除することを提案している IAS 第 37 号改
訂案における蓋然性要件の取扱いの比較である。
図 3－3 IAS 第 37 号と IAS 第 37 号改訂案における蓋然性要件の取扱いの比較
IAS 第 37 号での引当金と偶発負債
の分類
IAS 第 37 号 IAS 第 37 号改訂案
現在の債務(present obligation)
発生の可能性が高い(probable)もの
発生の可能性が低いもの
信頼性をもって測定できないもの
潜在的債務(possible obligation)
引当金
偶発負債（注記開示）
偶発負債（注記開示）
偶発負債（注記開示）
非金融負債
非金融負債
非金融負債（注記開示）
該当なし
（出典）引当金に関する論点整理(52 項)の[図表 2]
先に述べたように、認識基準における蓋然性規準の適用状況の違いは、環境負債の
計上範囲に影響を及ぼす。こうしたことから、ここでは、日欧米の基準ごとに蓋然性
規準を検討してきた。その結果、資産除去債務については、米国と日本で認識に際し
て蓋然性規準がないのに対し、国際会計基準では蓋然性規準があり発生可能性が高い
ものが計上される。そのため、米国基準と日本基準の方が国際会計基準より資産除去
債務の認識される範囲が広いことが明らかとなった。また、資産除去債務以外の汚染
修復義務等の環境負債については、米国と日本の蓋然性規準の方が、国際会計基準の
蓋然性規準よりも高いと思われるので、これについては国際会計基準の方が環境負債
の認識される範囲は広いといえそうである。
さらに近い将来に予想される会計基準の変化として、欧米のみならず日本において
も、負債の認識に関して蓋然性規準を排除する動きがあることについても触れた。環
境負債はその発生する金額や決済の時期など、不確実性の非常に高い負債である。そ
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のため、今の国際的な流れにあるように、認識における蓋然性を排除して測定値に不
確実性を反映することになれば、認識の段階でその計上が否定されるものが減ること
になる。今後、環境負債についても、負債の認識時点で高度の発生可能性を要求する
のではなく、不確実性を負債の測定値に反映させれば、貸借対照表に計上される環境
負債の範囲は拡大すると考えられる。
第五節 まとめ
本章では、負債の基礎概念を整理し、欧米および日本においてどのような違いがあ
るのかを検討した。そして、当該基礎概念の違いから計上される環境負債にどのよう
な違いが生じる可能性があるのかを示した。
まず、各国の概念フレームワークにおける負債の定義・認識要件については大きな
違いはなかった。債務の概念には法的な債務に限らず、擬制債務についても含まれる
とする点でも大きな違いは見受けられなかった。欧米のみならず日本でも、環境負債
は法的な債務に限らず擬制債務も対象となると考えられる。
次に日本の引当金概念について検討した。これは欧米における負債の概念とは異な
る概念であり、将来の特定の費用又は損失に対して設定され、現在の債務は要求され
ていない。この違いから、欧米と日本での環境負債の計上に差異が生じる可能性があ
る。日本では債務全体のうち当期以前の負担に属する金額だけが計上されるのに対し、
欧米では債務全体が計上の対象となる点で日本の方が計上額は小さくなる可能性があ
る。一方、日本は非債務性の引当金を含むという点では欧米よりも計上される範囲が
広い可能性がある。環境負債の計上範囲という点でいうと、日本の会計基準は欧米と
くらべてより広い範囲を包摂する側面と、より狭い範囲しか包摂しない側面を併せ持
っているため、日本は環境負債の計上が過少となる環境にある、と断言することは難
しい。
最後に、蓋然性規準の採用状況に関する各国・各基準間の違いと、負債の認識にお
いて蓋然性規準を排除する動きについて検討した。資産除去債務については米国と日
本の基準のほうが広い範囲で計上される可能性があり「米国と日本≧国際」という関
係であるのに対し、それ以外の汚染浄化等の環境負債については逆に国際会計基準の
方が広い範囲で計上される可能性があり「米国と日本≦国際」という関係にある。各
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基準で蓋然性規準に違いはあるものの、環境負債の計上額についてどちらがどの程度
の影響を有しているのかは不明である。また、将来、蓋然性規準が排除され不確実性
が負債の測定値に反映させることになれば、不確実性の高い項目である環境負債の認
識される範囲は拡大すると考えられる。
以上、ここでは負債の基礎概念の整理を通して欧米及び日本において環境負債の計
上にどのような違いが生じる可能性があるかを検討してきた。全体としてみると、各
国基準の違いが環境負債の計上額に及ぼす影響は一様ではないため、日本基準だけ環
境負債の計上額が少なくなると言い切るための大きな理由は見当たらなかった。
第二章までの検討から明らかなように、環境負債の計上額については日本と欧米と
で無視しえない違いがみられ、その原因の一端は、環境負債の会計基準に関する整備
状況の違いに求められる。一般に、会計基準の違いはそれを支える基礎概念に違いに
求められるが、本章の検討結果によれば、負債に関する基礎概念で、環境負債の計上
額に影響を及ぼしそうな項目はいずれも、日本と欧米とで大きく違うことはなかった。
会計基準の違いが生じている原因については、今後の検討課題として残されている。
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第四章 会計以外の要因についての分析
第二章では企業の環境負債の開示例について取り上げた。日本、アメリカ、欧州の
それぞれの会計基準を採用する企業の環境負債を比較し、日本基準を採用する企業で
環境負債の計上が少ない傾向にあることを示した。続く第三章では、日欧米における
負債の基礎概念の違いにその答えを求めて検討したが、十分な理由を得るには至らな
かった。そこで、本章では、会計基準や会計の基礎概念から少しはなれて、日本企業
における環境負債の計上が少ない傾向について、会計以外の要因を検討したい。
第一節 各国の法規制
負債は、日欧米いずれにおいても、法的な債務に限定される概念ではないことにつ
いては前章で示した。しかし、環境負債は不確実性の高い負債であることもあり、法
的債務でないものは実際には認識しづらいと考えられる。そのため、まずは各国の環
境法規制について整理し、その違いを検討する。
第一項 米国における主な環境法
①土壌汚染の修復義務
米国における土壌汚染に関する法律には以下のものがある。
・ 包括的環境対処、補償、および責任法 (Comprehensive Environmental
Response, Compensation and Liability Act of 1980; CERCLA)
・ ス ー パ ー フ ァ ン ド 修 正 及 び 再 授 権 法 (Superfund Amendments and
Reauthorization Act of 1986; SARA)
これらを総称してスーパーファンド法といわれる。スーパーファンド法は有害
物質による汚染を浄化して、人の健康と環境の保護を図ろうとするものである。
EPA（米国環境保護庁）はスーパーファンドサイトを指定して管理しており、ウ
ェブサイト上で検索し、汚染や修復状況を確認できるようにしている。以下の図 5
－1 はスーパーファンドサイトの内、EPA が NPL（National Priorities List）と
して指定した特に重要なサイト数を表している。2011 年の 10 月 25 日時点で 1298
サイトが NPL に指定されている。
EPA が指名した責任当事者は汚染の修復および浄化費用の負担を義務付けられ
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る。これに関する負債は、環境修復負債等の科目で、多くの企業で計上されてい
た。スーパーファンド法と SOP96-1 による環境修復負債の計上については、第二
章で述べたとおりである。SOP96-1 では、スーパーファンド法で定められる汚染
浄化のプロセスに従いベンチマークが設けられており、負債を順次認識していく
ことになる。
図 5－1 NPL のサイト数(10/25,2011)
Status Non-Federal (General) Federal Total
Proposed Sites 57 5 62
Final Sites 1140 158 1298
Deleted Sites 339 15 354
Milestone Non-Federal (General) Federal Total
Partial Deletions 40 17 57*
Construction Completions 1051 70 1121
Sites that have achieved these milestones are included in one of the three NPL
status categories.
* 71 partial deletions have occurred at these 57 sites.
（US.EPA ホームページ http://www.epa.gov/superfund/sites/npl/index.htm）
スーパーファンド法では、潜在的責任当事者(Potentially Responsible Parties)
の範囲が広く捉えられており、極めて緩やかな要件の下で責任が認められている。
潜在的責任当事者は①汚染された施設の現在の所有者および管理者、②有害物質
が施設に処分された当時の所有者または管理者、③有害物質を所有または占有し、
他人によるその処分または処理を準備したもの、④有害物質を運搬のため受領し、
または受領した者（自ら処分地を選択した者に限る）である（107 条(a)）。さらに、
裁判例上（113 条(f)(1)を根拠として）、潜在的責任当事者は損害が可分であること、
責任が合理的に配分できることを証明しない限り連帯責任を負うとされている。
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日本の土壌汚染対策法では、汚染土地の所有者および汚染原因者が責任当事者
の範囲としてあげられているのに対し、アメリカのスーパーファンド法では責任
当事者の範囲が極めて広い。アメリカでは、汚染土地の所有者および汚染原因者
でもない、過去の土地所有者が含まれる。さらに親会社や融資者についても判例
上、一定の要件を満たすものは潜在的責任当事者に含まれると解されている。ま
た、スーパーファンド法は複数の責任当事者間に連帯責任を課しているが、日本
の土壌汚染対策法では汚染除去等について連帯責任は課されていない。この点で
も、日本よりアメリカの方が土壌汚染にかかる法的な債務は大きくなると考えら
れる。
②有害廃棄物の処理等
アメリカにおける有害物質等に関する法律には以下のようなものがある。
・ 資源保全および再生法(Resource Conservation and Recovery Act of 1976;
RCRA)
RCRA は、有害廃棄物を貯蔵、処理、運搬する事業の規制であり、スーパー
ファンド法と同じく SOP96－1 に環境修復負債の計上方法が示されている。開
示事例のなかでも RCRA に基づく負債がある旨の注記がされている企業もあっ
た。
・ 水質汚濁防止法(Clean Water Act; CWA)
EPA は河川、湖沼、海洋、湿地などの汚濁を減少・除去・防止するために、
一定の基準を設定している。原子力発電所からの温水の放出も規制している。
・ 大気浄化法(Clean Air Act; CAA)
・ 自動車の排気ガス、工場からの排煙など、公衆の健康を脅かす大気汚染物質に
ついて、EPA が大気の質的基準を設定している。原子力発電所についても管
理している。
・ 有害物質管理法(Toxic Substances Control Act of 1976; TOSCA)
健康や環境にとって危険な物質について、EPA が製造業者にテストを義務付
けて規制している。
・ 緊急措置および地域住民の知る権利法(Emergency Planning and Community
Right to Know Act of 1986)
67
・ 汚染事前防止法(Pollution Prevention Act of 1990)
第二項 EU における主な環境法
欧州でも、各国ごとに環境に関する法規制が設けられている。欧州連合（EU）に
おいても、環境行動計画が整備されており、2001 年の第６次環境行動計画のように
共同体決定手続によって決定され、加盟国に対して拘束力をもつ行動計画もある。
以下では、土壌汚染に関連した EU の土壌保護戦略、そしてドイツにおける土壌
保全法を取り上げる。
①EU の土壌保護戦略
2006 年 9 月に採択された土壌保護戦略は、以下の 3 つの規制から構成される。
この戦略は、土壌の機能別分析を行い、その土壌機能を保護・高度化する方向で、
土壌戦略が立案・展開されることを意図している。
・土壌保護に関するテーマ戦略
土壌の持続可能な利用を確保することを戦略目標に掲げ、そのための行動計画
と手法を例示している。
・土壌保護のための枠組み構築と 2004/35/EC 修正指令に関する指令
ここでは、土壌汚染地の特定についてシステマティックなアプローチの必要性
と、「責任・義務者のいない土地」に対する新たな資金メカニズムを導入する必要
性が主張されている。構成国への義務としてあげられているものは、リスク地域
の特定、対策プランの採用、汚染地の目録の作成、修復戦略の策定、土壌状況報
告書の作成、責任・義務者のいない土地の修復ファンドの開発等である。
・土壌保護に関するテーマ戦略のための影響評価
ここでは、代替シナリオに基づく費用／便益分析手法に基づく影響評価の概要
についてかかれている。土壌リスクには、土壌浸食、有機質の減少、汚染、塩害、
固結、土壌生物多様性の劣化、不浸透、地すべりおよび洪水の 8 つが明記されて
おり、構成国はその類型ごとに整備する。
②ドイツにおける土壌保全法
ドイツは 1310 年の森林保護にかかわる森林禁令公布をはじめ、早くから環境保
護政策に積極的に取り組んでいる。そこでＥＵ加盟国のうち、環境先進国と言わ
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れるドイツにおける連邦土壌保全法を取り上げる。ドイツ連邦土壌保全法(1999)
は土壌の諸機能を持続的に保全することによって人の健康及び環境の質の向上を
図るとともに、土地利用の持続性を高めることを目的としている。保全対象は、
有害な土壌変更、跡地汚染及びその疑いがある土地とされている。浄化措置義務
者については、原因者及びその包括的承継人が浄化措置義務者となる（4 条 3 項）。
また、土地所有者、土地に対する事実上の支配を有する者は状態責任を負う(同 3
項)。ドイツでは、原因者責任（行為責任）と所有者責任（状態責任）は原則とし
て同列であり、浄化措置義務者の選択は行政裁量に委ねられ、複数の当事者間の
責任は連帯責任であると解されている。ひとつの汚染土壌に対して複数の浄化措
置義務者が並列的に存在し、法規制上は優先序列がなく、汚染者負担の原則から
優先関係が導かれるようである(千葉貴律,2009)。
この法律に関連した環境負債の会計処理は、企業が浄化措置義務者である場合
に、その浄化にかかる将来のコストが IAS37 号における法的債務に該当し、環境
負債が認識されると思われる。また、浄化措置義務者になるかどうかや負担割合
がわからず法的な債務であるか不明であっても、企業が浄化措置義務を果たすこ
とを承諾した場合の浄化措置コストも、推定的債務に該当し環境負債が計上され
る可能性がある。
ドイツ連邦土壌保全法と日本の土壌汚染対策法と比べると、ドイツでは汚染浄
化措置義務者の範囲が日本より広く、また浄化措置義務者は複数おり、彼らは連
帯責任を負っている点で日本と異なる。ドイツの場合もアメリカと同じように、
日本よりも土壌汚染に関する法律が適用されるケースが多く、企業における法的
債務が多くなると考えられる。
第三項 日本における主な環境法
①土壌汚染対策法
土壌汚染の状況の把握に関する措置及びその汚染による人の健康被害の防止に
関する措置を定める法律である。平成 22 年４月には改正土壌汚染対策法が施行さ
れた。この法律では、(ⅰ)有害物質使用特定施設の使用の廃止時(第３条)、(ⅱ)一
定規模(3,000 ㎡)以上の土地の形質変更の届出の際に、土壌汚染のおそれがあると
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都道府県知事が認めるとき(第 4 条)、(ⅲ)土壌汚染により健康被害が生ずるおそれ
があると都道府県知事が認めるとき(第 5 条)に、調査、報告を義務付けている。自
主調査において土壌汚染が判明した場合にも土地所有者等が都道府県知事に区域
の指定を申請する(第 14 条)。そして土壌の汚染状態が指定基準を超過した場合に
は、要措置区域(第 6 条)、形質変更時要届出区域(第 11 条)に指定され、要措置区
域の場合には汚染の除去等の措置を都道府県知事が指示し(第 7 条)、土地の形質変
更の原則禁止(第９条)が要求されている。
この法律に関連して環境負債の会計処理について考えると、(ⅰ)有害物質使用特
定施設の使用の廃止時の土壌汚染調査にかかる費用は、資産除去債務として計上
されると考えられる。ただし、「土壌汚染対策法では、稼働中の工場や同法制定以
前に廃止となった工場は対象とならないことや、同法の対象施設の 8 割を占める
閉鎖時に用途変更等をしないケースではほとんどが調査猶予を認められているこ
とから、土壌汚染の資産除去債務としての計上は限定的なケースになることが予
想される」（八木裕之,2009）。
上記の(ⅱ)一定規模(3,000 ㎡)以上の土地の形質変更の届出の際に、土壌汚染の
おそれがあると都道府県知事が認めるとき(第 4 条)、および(ⅲ)土壌汚染により健
康被害が生ずるおそれがあると都道府県知事が認めるとき(第 5 条)の、土壌汚染調
査にかかる費用は引当金として計上される可能性がある。また、都道府県知事か
ら土壌汚染の除去の措置命令がされた場合に、将来発生するその対策や措置の費
用が引当金として計上されることになると考えられる。
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②有害廃棄物の処理等
日本における有害廃棄物の処理に関する法律には、以下のようなものがある。
・ 大気汚染防止法
年度別の土壌汚染調査事例
(出典)環境省水・大気環境局
「平成 21 年度 土壌汚染対策法の施行状況及び土壌汚染調査・対策事例等に関する調査結果」
http://www.env.go.jp/water/report/h22-02/index.html
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・ 水質汚濁防止法
・ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律
・ ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法（PCB 特
別措置法）
・ 石綿障害予防規則等
PCB 特別措置法は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管、処分等について必要な
規制等を行うとともに、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の処理のための必要な体制を
速やかに整備することにより、その確実かつ適正な処理を推進するための法律で
ある(第 1 条)。「ポリ塩化ビフェニル廃棄物」とは、「ポリ塩化ビフェニル、ポリ塩化
ビフェニルを含む油又はポリ塩化ビフェニルが塗布され、染み込み、付着し、若しく
は封入された物が廃棄物（廃棄物処理法第二条第一項に規定する廃棄物をいう。）とな
ったもの（環境に影響を及ぼすおそれの少ないものとして政令で定めるものを除く。）
をいう」(第 2 条)。「ポリ塩化ビフェニルを製造した者及びポリ塩化ビフェニルが使
用されている製品を製造した者（以下「ポリ塩化ビフェニル製造者等」という。）
は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の確実かつ適正な処理が円滑に推進されるよう、
国及び地方公共団体が実施する施策に協力しなければならない。」(第 4 条)として、
PCB 製造者等の責務を定めている。
環境負債を形状している日本企業の内容をみると、PCB 処理費用に関する引当
金を計上している企業が多かった。PCB 含有設備の廃棄処理費用は資産除去債務
に含まれる。また、使用済みの設備等ですでに保管処理をしている PCB 廃棄物の
保管、処理費用は引当金に計上されると考えられる。
第二節 環境法の違いによる相違
環境負債の計上が各国、特に日本と欧米では異なる理由を検討するため、各国の
環境法の違いについて検討してきた。日本と欧米では環境問題に対する関心の度合
いも異なり欧米の方が早くから環境法は整備されてきたようである。
日本でも 2010 年から改正土壌汚染対策法が施行され、従前よりも土壌の調査義務
などは強化された。しかし、欧米の環境法に比べると未だ緩やかな法律のようであ
る。アメリカのスーパーファンド法では、潜在的責任当事者の範囲に汚染原因者で
ない過去の土地所有者等も含まれ、広範に及ぶということが指摘できる。また、汚
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染の浄化義務について複数の責任当事者に対して連帯責任、遡及責任が課されてい
る点についてもアメリカの方が厳しいといえる。ドイツの連邦土壌保全法も日本の
土壌汚染対策法と比べると、汚染浄化措置義務者の範囲が広く、また浄化措置義務
者は複数おり、連帯責任である点で日本より厳しいといえる。
日本経済新聞（2007 年 4 月 16 日,24 ページ）には、日本企業に対して環境債務に対
する対応を急ぐように呼びかける記事もあり、そのなかで「米国では 1980 年のスーパ
ーファンド法制定以来、土壌汚染、アスベスト問題などが社会問題化し、・・・アスベ
ストの環境債務だけで、損害賠償訴訟を提起されて倒産した企業は七十社以上。投資家
にも多大な影響を与えてきた。」という記述も見られる。また、企業が多額の浄化コス
トを負担することとなった事例としては、2000 年の Iron Mountain Mine の鉱山浄化
に関する和解がある。スーパーファンドサイトに指定されている Iron Mountain
Mine の汚染浄化について、当該土地の所有者であるアベンティス社が約１０億ドル
を負担することで米国政府とカリフォルニア州が合意したというものである。アベ
ンティス社は今後 30 年にわたり土地を管理、浄化することとなった。スーパーファ
ンド法はアメリカで事業を営む企業に大きな影響を与えているようである。
一方の日本企業でも、2008 年に王子製紙が売却地の土壌汚染に関してセイコーエプソ
ンへ５億８９００万円の賠償命令が下された。「研究棟建設のため取得した長野県内の
土地が有害物質に汚染されていたとして、セイコーエプソンが土地取得先の王子製紙に
処理費用など約六億四千万円の損害賠償を求めた訴訟の判決で、東京地裁（綿引穣裁判
長）は八日、王子製紙に約五億八千九百万円の支払いを命じた。・・・判決によると、
エプソンは二〇〇〇年に長野県塩尻市の土地を王子製紙から取得。〇四年に研究棟建設
のため土壌を調査したところ、ダイオキシンや六価クロムなどに汚染されていることが
判明した。」(日本経済新聞,2008 年 7 月 9 日,42 ページ)
上記は一例に過ぎないが、金額的にも期間的にもアメリカの環境訴訟の規模は非常に
大きい。このような事実からも、欧米における環境法の厳しさがわかる。そして、この
ような環境法制の違いも、欧米企業の負担する環境負債の金額が日本企業のそれとくら
べて大きくなっていることの説明要因のひとつと考えられる。
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第五章 本論文の結論
第一節 結論
本論文の目的は、日本企業の環境負債計上額が、欧米と比較して異なるのかどう
かを確かめ、異なるとすればその原因について(1)会計基準や会計の基礎概念の違い、
および(2)会計以外の要因による違いを検討し、その理由を明らかにするとともに、
日本の今後の環境負債の会計を考察することにあった。
まず、第一章では、環境負債に関する日本および欧米の会計基準について整理し、
その整備状況の違いを指摘した。日本においても環境負債(特に環境修復負債)につい
ての会計基準が全くないわけではなく、企業会計原則の定める引当金の要件に該当
する場合には、環境負債が引当金として計上される。とはいえ、アメリカの SOP96-1
のような具体的な基準や IAS 第 37 号のような環境負債を取りあげている基準はな
い。そのため、測定の方法や計上のタイミングが不明確であり、その存在を把握し
ていても、環境負債は認識されにくいと考えられる。
そこで第二章では、環境修復負債や資産除去債務など、各国の会計基準の違いか
ら日欧米では計上額が異なるはずである、という仮説を立て、事例分析をつうじて
確かに異なっていることを確認した。環境負債に関する具体的な基準が整備されて
いない日本基準を採用する日本企業の方が、基準が整備されている欧米企業よりも
環境負債の計上額が少ない傾向にあった。
第三章では、日米欧で環境負債に関する会計基準の整備状況が異なり、実際に環
境負債の計上額が異なっていたことから、各国の会計の基礎概念の違いついて検討
した。しかし、会計基準の整備状況がなぜ日本及び欧米で異なるっているのか、そ
の理由を負債に関する基礎概念の違いに求めることはできなかった。
一方で、環境負債の計上額が異なる会計以外の要因として、第四章で示したよう
に、各国の環境法制の違いを挙げることができる。各国の環境法について比較する
と、日本は欧米に比べて法律の整備が遅れており、また内容も欧米の方が厳しいも
のとなっている。会計上、各国において法的な債務だけが負債として計上されるわ
けではないことは第三章でも示したとおりであるが、ただでさえ不確実な環境負債
についてやはり法的な債務でないと企業が負債を認識しづらいのは事実であろう。
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そのため、日本と欧米での環境法の違いも、環境負債開示の違いに大きく影響して
いるようである。
以上のように、日本基準を採用する企業は、欧米の企業に比べて環境負債が少な
い傾向にあり、その原因としては、日本では環境負債を取り上げた会計基準が整備
されていないこと、そして日本企業の事業の本拠地である日本では欧米よりも環境
法が厳しくないことにより法的債務が少ないことが挙げられる。両者の与える影響
の大きさや割合、またそれ以外の要因については明らかでないが、主な原因は上記
の二つであると考えられる。
第二節 日本における今後の環境負債の会計
まずは、会計基準に関する国際的なコンバージェンスがもとめられている中、資
産除去債務に関する会計基準がそうであったように、日本においても欧米の環境負
債の会計処理が導入される可能性がある。
日本では 2010 年度から適用された資産除去債務は、その適用以前から引当金に該
当する部分もあったはずだが、（一部では、廃鉱費用引当金を計上しており資産除去
債務に振り替えている企業はあったが）計上されておらず、資産除去債務の会計基
準の適用を期に計上された。資産除去債務に関する会計基準の適用によって、環境
負債に対する関心も高くなり、測定方法等も示されるようになったことから、資産
除去債務以外の環境負債についても注目されるようになった。このように考えると、
やはり日本においても環境負債の会計処理に関するより具体的な基準又は指針があ
ってもいいのではないかと思う。今は、アメリカの会計基準に代表される細則主義
から IFRS の志向する原則主義へと移行する流れの中にある。その理由も理解でき
るが、環境負債をめぐる会計についてこれまで見てきて、具体的な基準の役割の重
要性も感じた。コンバージェンスにより具体的な基準が導入されれば、わが国でも
企業の環境負債の開示がさらに広がると考えられる。
また、国際会計基準では推定的債務も環境負債に含まれることが明記されており、
法的な債務以外にも計上が必要になるケースもでてくるであろう。さらに、欧米で
は負債の認識にあたっての蓋然性要件が削除されて、不確実性は測定値に反映させ
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るという改訂が進められている。そうなると不確実性が高いとして計上されてこな
かった環境負債も認識されるようになり、オンバランスされる環境負債は増えると
考えられる。
会計基準に限らず、環境問題に対する世界的な関心の高まりから、日本でも環境
規制の強化が進むであろう。そしてそれにともなって環境負債は増加するはずであ
る。企業は事業活動を行ううえで、環境に配慮する必要性が増し、環境に負荷を与
えてしまわないようにリスク管理をする必要がある。今後、日本においても環境負
債の重要性はますます高まりそうである。
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